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令和 4 年第３回高森町定例会一般質問会議録 

令和 4 年 9月 8 日 午前 9 時 00分開議 

会場：高森町役場 議場 

 

頁 氏名 質問事項 

76 原 敏明 Ⅰ 高森南小のプール授業について 

83 大島 正光 Ⅰ 町の働き方改革は進んでいるか 

90 木下 啓爾 Ⅰ 高森町における入札制度の現状と今後について 

99 齋藤 天 Ⅰ 高森町のゼロカーボンシティへの取り組みについて 

109 佐々木 昌 
Ⅰ 再エネ新電力へ向け、町民の出来る後押しは何か 

Ⅱ ゼロカーボンにおける小規模農業の役割を問う 

116 北 沢 幸 保 Ⅰ 山吹ほたるパーク周辺開発事業の検証 

132 河合 隆俊 Ⅰ 農地の保全と活用 
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日程第９ 一般質問（会議規則第 60 条） 

○議長（小平一博君） 日程第９、「一般質問」を行います。 

会議規則第 60 条の規定により、通告順に質問を許します。 

質問される方は、質問席で一項目ずつお願いいたします。 

それでは、一般質問に入ります。 

 

◇ 通告１番 原 敏明（９番） ◇ 

○議長（小平一博君） ９番、原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） 議席番号９番、原 敏明です。 

通告に沿って、高森南小のプール授業についてと題して行ってまいります。 

先日の下市田でのほたるパーク周辺整備事業町民向け説明会で、「南小のプー

ルは、使っていなくて草が生えていて異様だ」という声が出されていました。

私も通りますが、ほんとに異様な状態になっています。 

高森南小のプール授業が今年度は民間の屋内プールで行われていますが、こ

れに至った経緯とどのように行われているのか、お聞きします。 

○議長（小平一博君） （１）に対する答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 南小学校のプール授業を民間へ委託となった

経過として、いくつかの課題、また、水泳を取り巻く環境の変化等がございま

す。 

一つ目は、施設の老朽化、それに伴うプール管理に関わる教員の負担です。

南小学校のプールは、昭和 52 年建設で 45 年ほど経過している中で、10 年以上

前からプール躯体やプール配管の漏水、それによる水道料金の増大、また、ポ

ンプなどの老朽化が課題としてありました。その漏水については、旧式の工法

であったため、管理用のピットなどはなく、プール配管はすべてコンクリート

の埋め戻しとなっています。それにより漏水箇所の把握が非常に難しい状況が

あり、プールの水量の調節など、教職員が日々の管理に苦慮している状態が続

いており、漏水箇所の特定のための工事費用の積算であったり、25 メートルプ

ールへの更新費用の積算など継続して検討は進めてまいってきております。 

二つ目は、屋外プールのため、天候による学習への影響、熱中症等の健康リ

スクです。今から 50 年前、1972 年頃の７月の平均気温は 23.2 度、最高が 28.2
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度ということですが、現在 2022 年におきましては、７月の平均は 24.8 度、最

高では 30.4 度と気温が上昇しております。それに伴い、熱中症への配慮が必要

となっており、授業開始前にプールへ行き、熱中症指数を計測、ＷＢＧＴ暑さ

指数が 31 度以上のときは水泳を中止、また、水温・気温が 34 度を超える場合

も慎重に判断をしているところです。そのためにプール開きを早める、通常で

すと７月を６月初旪にする、また、暑い時間帯に授業を实施しない等、水泳の

ためには特別時間割ということを設定して授業を实施していた状況です。 

三つ目は、水泳授業の考え方の変化です。50 年ほど前は、より速く、より長

くといったことから、水泳検定や記録会等も实施されておりましたが、現在は

学習指導要領に基づき、発達段階に忚じた目標・内容となっており、児童一人

ひとりが、自己やグループの能力に忚じた課題を持ち、その解決の方法を工夫

し、互いに協力して学習を進めながら、水泳運動の楽しさや喜びを味わうこと

ができるようにすることになっています。 

以上三点の課題、環境変化がある中、このような課題は当町だけではなく、

近隣また県下の小中学校でも同様の悩みを抱えており、その対忚として、民間

プールの活用をしているという状況が確認できました。 

そこで、学校を通じて、その取り組み等をヒアリング、また町内のプールを

運営している民間事業の皆様からも費用面等含めいろいろなお話をお聞きし、

さまざまな情報を収集し、数年かけ検討を進めてきた結果、プールの更新をし

た場合の経常経費、起債の毎年の償還などの費用負担と民間企業様への委託料

の費用面での比較、さらに学校における民間への委託における児童への影響等

も踏まえ、学校ともよく相談をした上で総合的に判断し、民間企業への委託と

させていただきました。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） それでは、①の方へ移っていってお伺いします。 

今のご説明をいただいたように、熱中症になる危険があるということで進め

られているということであれば、高森の北小とか中学校についても、その方向

で授業を移行していくというような計画を考えておられるのか、質問します。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 本年度につきましては、北小学校、中学校と

もに、水泳实施予定日に熱中症指数によるプール授業ができなかったという日
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はありませんでした。ただし、天候不良でできなかった日は３、４日ほどあり

ました。これは先の答弁でもお話ししましたように、各校プール開きを早めた

り、暑い時間帯に授業を实施しない等、特別時間割等で配慮をして授業を行っ

ているものでございます。 

議員から今ありました北小学校、中学校も建設から 37 年から 40 年ほど経過

している中で、施設の耐用年数、また、先ほどお話しさせていただきました熱

中症などの健康リスク、また、水泳を取り巻く環境変化などを踏まえて総合的

に判断してまいりたいと思っております。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） 補足でお願いします。 

多くの学校では、これからは民間に移っていくというふうな方向であるとい

うふうに認識すればよろしいんでしょうか。その中で民間にそのキャパはある

のかということについてどういうふうに考えているのか、お聞きします。 

○議長（小平一博君） １番の補足に対する答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 各町村がどういうように考えるかということ

は、各市町村の方がきっと考えていかれるかなあというふうには考えておりま

す。 

それから、民間のキャパといったところに関しましても、民間の皆様とどう

いうように話し合いをして飯田下伊那全体でどう考えるかといった機会はまた

必要かもしれませんが、キャパというものに対して、町として今あるか、ない

かということはちょっと存じ上げません。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） もう一回補足で。 

そのことについて民間の方と話をしたとか、地域の教育委員会とか自治体と

話をしたということはございますか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 喬木村の方がそういった活動をしていらっし

ゃるということを学校の方からは伺いましたので、喬木村からの情報はお聞き

しておりますが、そのほかの町村については实施をされておりませんので、特

別な情報交換はしておりません。 
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○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） それでは、②に移ってまいります。 

民間の屋内プールでの授業としてのデメリットとして、移動時間が長くなる

ということが挙げられます。この分实質的にそのプール授業の時間が短くなっ

てくると思うわけですが、先日、子どもさんがおられる方から、南小のプール

の時間は短くなって、中学へ行ったときに北小の方との差があるんじゃないか

というようなことも言われているんですが、文部省の水泳指導の手引きによれ

ば、泳げるようになれるかというようなことになっているわけですが、中学へ

行くと、この程度まで泳ぐとか、そういうレベルが規定されていると思うんで

すが、短くしても、その中学のときにみんなが泳げるようになるのかどうかと

いうようなことについて、心配だというふうに思うわけですが、その点につい

て時間を、今とやり方が違って時間をどうするのか、改善する必要があるのか、

お聞きします。 

○議長（小平一博君） それでは、②に対する答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 現在のところ、今ご指摘いただいたような保

護者の方からの学校や教育委員会へ、議員ご指摘の内容のお声は届いていない

という状況です。ただ、児童の祖父母の方や教員のＯＢの方から、「自分たちの

時代は学校でプールをやるのが当たり前だったが、今はなぜやらないのか」「そ

の説明を町民にもしていただきたい」というお声は頂戴していますので、学校

便りなど全戸回覧などで情報をお伝えし、理解をいただくように努めています。 

水泳の授業は、水泳の指導の手引きというものだけでなく、学習指導要領に

よって授業を实施しております。ですので、委託先と事前に打ち合わせを重ね、

指導の仕方、児童の様子など情報共有をした上で進めています。 

職員も水着に着替え、一緒に指導を行っており、個々に合った指導に努めて

います。また、ご指摘の差につきましては、水泳というものは元々個々の得意・

不得意、泳力の違いが大きく出ると言われている授業でございます。学校の授

業では、学習指導要領に定められた内容を個々の力の中で習得できることを重

要としていますので、南小は民間プールだから、北小は学校のプールだからと

いう理由での差は生まれないというように考えております。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） ちょっと補足でお願いします。 
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先ほどの最初の時にすればよかったのかもしれませんが、その差ということ

でなぜかと言うと、今その小学校と、北と南の場合に、实際に泳ぐ時間帯とい

うか、10 時間が基本だというふうに、授業時間は 10 時間かもしれませんけれ

ど、实際にプールに入っている時間は、先ほど言ったように、行くまでの時間

に取られてしまうと減ってしまうんじゃないかというようなことで、そういう

差が出るんじゃないかということをみんな心配されていると思うんですが、そ

の点。 

○議長（小平一博君） ②に対する補足質問の答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 水泳の時間数につきましては、学習指導要領

の中では特定の時間は決まっておりません。ですので、各校の授業の中で 10

時間から 12 時間から 13 時間で設定をさせていただいております。南小学校の

場合は 10 時間を設定させていただいています。北小学校は 12 時間、13 時間な

んですが、それは先ほどもお話しさせていただいたように、天候不良等で中止

になった場合も含めて、それくらいの時間数を持っておりますので、きちんと

10 時間は確保するということは、南北小学校でもきちっと徹底をしております

ので、その時間というものでの差は生まれないということになると思います。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） 補足でもう一回お願いします。 

１のところで聞くのが本当なんですが、どのように行われているかという部

分で今のところへ振っていってくるんですが、２時間をかけてバスで移動して

戻ってくるというような形になっているのか、１時間、プールがそばにあれば

１時間の中でできるのか、その辺どういうふうに運用されているのかというの

も含めて、ちょっと説明をお願いします。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 学校の方で２時間単位で時間を区切ってござ

いますので、その時間を使って送迎も含めてその時間で授業をさせていただい

ているということです。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） 次に移ります。 

夏休みに学校のプールを 
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○議長（小平一博君） 原議員、③にいくんですか。 

○９番（原 敏明君） ③です。お願いします。 

スイミングクラブでの授業については、インストラクターも付いてそれぞれ

のレベルに合わせてやっているというようなところもあるようですが、そうい

った教員の負担を減らすという方向もあるようですが、一方、児童の評価者で

ある担任が教えるべきだというそういうことにもなっているようですが、教育

委員会としては、インストラクターを付けて教員の負担を減らしていく方向な

のか、やはり教員の責任でやっていくという方法で進めているのか、お伺いし

ます。 

○議長（小平一博君） ③に対する答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 先ほども答弁をさせていただきましたが、担

任も水着に着替えて一緒に中に入って指導をしていますし、授業の進め方につ

いても話し合いの中で進めています。あくまでも授業の主体は教員であること

は大前提です。連携することで教員が民間の方へ丸投げということはあっては

ならないことであり、その点については、教育委員会としてもきちんと指導を

してまいりたいと思っております。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） 補足でお願いします。 

インストラクターの方にもご協力いただいているということでよろしいんで

しょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） はい、そのとおりでございます。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） それでは、４番に移ります。 

夏休みに学校のプールを利用してきた子どもたちが、夏休み中使えなくなる

んですが、その子たちのプール活動について、なんか支援ができるのか、どの

ようなことを考えているのか、お聞きします。 

○議長（小平一博君） ④に対する答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） ３年前から南小は既に夏休みのプール授業は
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实施しておらず、それに対して、保護者から实施してほしいといった声も現在

上がっておりません。 

北小では、夏休みのプールは学校にて实施しています。夏休みのプール開放

にした場合、保護者の皆様にもプール当番としての児童の見守りをお願いして

います。保護者の多様な環境などを考慮すると、こうした負担をお願いするこ

とが難しくなってきているということも一つ考えられますが、今後、保護者の

皆様から夏休みのプールについてのご意見を伺いながら、ご要望等あれば研究

してまいります。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） 補足でお願いします。 

昨今の働き方から見ると、保護者にプール負担をしていただくというのが難

しくなってきているんではないかというふうに思うわけで、そのプール負担が

あるからということであきらめているのか、プール負担については、町の方で

アルバイトを雇ってでも対忚していくとか、そうやって子どもたちに、プール

がやりたければできるというような環境をつくっていくことができるのかどう

か、最後にお伺いします。 

○議長（小平一博君） ④に対する補足の答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） ３年前から南小がプールの、夏休みのプール

開放はやっていないという中では、保護者の皆様との話し合いをした中で進め

てきた経過はございます。 

プールの見守りにつきましては、保護者の皆様には、そのプールの見守りの

当日だけではなくて、事前に救命救急の方法であったり、見守りについてのい

ろいろなレクチャーをさせていただいてやっていただいております。ですので、

そういった環境も含めた中での判断をしてきたつもりでございます。 

今後、そういった中であっても、やはり夏休みのプールの必要性を保護者の

皆様からご要望等があれば、保護者の皆様のご協力がいただけるのか、また、

そういった方ではない方をお願いしなければできないのかといったところは、

全体的なものを判断させていただいた上で研究してまいりたいと思っておりま

す。 

○議長（小平一博君） 原 敏明君。 

○９番（原 敏明君） この南小の場合には、もう３年間プールが漏水があるとか、
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いろんな形でやっている中で、また、保護者の皆さんが休みを取って来れない

というような状況の中で判断されてきているわけですけれども、町の方でそう

いうことについて、どこの、南小だけでなくてほかのところも保護者の負担と

いうのは大変になってきていると思うんで、そのことであきらめることのない

ように、何らかの手を打つような方向で検討していただきたいと思います。 

以上で私の一般質問を終わります。 

 

◇ 通告２番 大島 正光（12 番） ◇ 

○議長（小平一博君） 12 番、大島正光君。 

○１２番（大島正光君） 12 番、大島正光でございます。 

通告に従いまして、質問をさせていただきたいと思います。 

今回は、町の働き方改革は進んでいるか、について質問をさせていただきま

す。 

まず最初の質問でございますが、町商工会が取り組む「整理･整頓･清潔･清掃･

しつけ」の５Ｓ導入实践活動は、“あたりまえ”のことを“あたりまえ”にキチ

ンと实践する現場活動でございます。 

平成 20 年度に町役場産業課がこの５Ｓ实践活動に率先して取り組み、活動報

告をお聞きしました。また、30 年度には町役場全体で５Ｓ活動に取り組み、総

務課長さんから活動報告をお聞きしました。特に滑走路作戦を全課で取り組ん

だとお聞きしました。 

５Ｓの实践活動は、働き方改革の一つとして、業務環境改善の实現に向け、

継続が大切ではないかというふうに思っておりますが、その後の活動やさらな

る推進は進んでおるのか、最初にお聞きします。 

○議長（小平一博君） （１）に対する答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 滑走路作戦では、事務审の机や書棚等の上面に、執務時

間以外は滑走路のように何もない状態を目指して取り組みました。平成 31、令

和元年度は、副町長や各課の５Ｓ推進委員によって定期チェックを行い、職員

の意識や行動の改善につながりました。 

その後は、令和３年度から文書管理改善による書庫・事務审内の多様な文書

の最小限化と整理・保管の改善、加えて、起案文書などの電子決裁システム導

入によるペーパーレス化を進めています。 
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未だ途についたばかりで課題もありますが、これらの新たな取り組みは、今

日的な重要なテーマであるデジタルトランスフォーメーションとゼロカーボン

の視点も含めまして、働き方改革や５Ｓの継続につながっているものと考えて

おります。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） ぜひ引き続き取り組みをお願いをしたいと思っております。 

次の質問に移ります。 

30 年度の発表の時に、次の活動の目標は「ワンベスト」原則を实現と報告し

ておりますが、活動の見える化が進んでいるか、伺いたいと思います。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） このワンベストは、滑走路作戦に続く令和２年度の取り

組みとして、職員各自は、例えば、ボールペンなら１本のみを所持・使用する

といったルールを敷きました。その際には、各自で多様な文具などを持つ代わ

りに、課ごと１カ所に保管場所を設けるなどの工夫を行いました。この際も５

Ｓの推進委員会による課内チェックも徹底し、目標である令和２年度中に、職

員全体の意識と行動の中で一定は实現できたと認識しています。 

このほか、商工会によるプロジェクトチャレンジを、役場環境水道課でモデ

ル的に令和２年度から３年度まで取り組みました。外部の専門トレーナーの指

導の下で徹底した業務生産性の向上と効率化を目指す中で、事務审内の動線を

含む環境が大きく向上いたしました。 

今後は、環境水道課の習得したノウハウを全体で共有しつつ、先ほどの答弁

でも触れた、デジタルトランスフォーメーションによる働き方と、そして執務

環境の改善改革、これらの見える化に努めてまいります。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） ぜひ継続してやっていただくようにお願いをしたいと思っ

ております。 

それでは、次の質問に移りたいと思います。 

働き方改革の一つとして、健康管理についてでございますが、職員の皆さん

が町民の負託に対忚するためには健康が大切であるというふうに思っておりま

す。町の職員が業務で土日出勤が多く見受けられますが、振替休暇など確实に
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取得して健康に対し配慮しておるのか、伺います。 

○議長（小平一博君） （２）に対する答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） ただいま大島議員から、職員の土日出勤が多く見られる

とのご指摘をいただきました。 

率直に申し上げて、職員の中には勤務命令や承認を得ずに登庁をして、残務

ですとか、情報収集、資料の作り込みや整理などを行う者が多いのが实態です。

まずは、この点について、これまでも各課長から指導はしていますが、未だ不

徹底のため、業務効率や仕組みと併せて改善に努めてまいります。 

これとは別に、町の行事日程に忚じて必要不可避となる土日出勤は、半日ま

たは１日の単位であれば代休の取得が原則であり、半日に満たない時間は超過

勤務手当を支給します。しかし、代休の取得について、その数値的な管理はし

ていませんが、大半が取得できずに経過しているというのが实態です。健康へ

の配慮の面からも、改善すべき課題と認識をいたしております。 

そのため、時間外や休日勤務と代休の管理・承認権限を担う各課長に対し、

休日勤務は、その承認時に代休日をセットで指定することを励行しております。

ただし、未だに代休日を未指定のまま、やむを得ず休日勤務を承認する事例も

多いので、改善に努めてまいります。 

また、併せて、休日出勤を含む仕事量の偏りの是正、元々の人員不足の解消

策も講じてまいりますので、定数管理や人件費等の面でも、今後、議員はじめ

議会と町民の皆様のご理解をお願いいたします。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） 働いていただくのはほんとにうれしいんですが、今お聞き

しましたが、昔はサービス残業とかいうような言葉がありましたが、そうなら

ないように管理職の皆さんの適切な対忚をお願いしたいと思います。 

次の質問に移ります。 

職員の年次有給休暇の取得の現状をお聞きします。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 令和３年の１月から 12 月、年度ではなくて暦年での实績

は、中途で産育休等がある職員を含みまして、会計年度任用者を除く一般職員
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で平均 8.02 日です。令和２年度は 6.35 日となっております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） 非常に尐ないですね。働き過ぎじゃないかなと思うぐらい。

もう尐し有給休暇を取って健康管理に気をつけるような形で、また指導の方を

お願いしていただきたいなあというふうに思います。 

②がそのことなんですが、年次有給休暇の取得促進対策について、促進策に

ついて、町の考えをお聞きしたいと思います。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） ご指摘ありがとうございます。 

職員の現实は、日々の業務に向き合い、休みたくても休めない場合が多いと

推察します。 

よって、事務の効率化を図りつつ、ワーク・ライフ・バランスを普及するこ

とは当然として、先ほど休日勤務のご質問への答弁でも触れたとおり、職場に

よる仕事量の偏りですとか、その是正、人員不足の解消策を講じなければなら

ないと考えております。この結果によっては、例えば、優先度に忚じた事務事

業の中止や外部委託、さらには職員の今後の定年延長を織り込んだ定数上限の

見直しなども必要になると考えておりますので、またご理解を求めてまいりた

いと思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） ぜひ、なるべく認められた休日ですので、しっかり取って

いただいて、体調に管理をするようにまたお願いをしたいと思っております。 

次の質問に移ります。 

男性の育児休業の推進を目的に、昨年の６月に改正育児介護休暇法が成立を

しました。今年の４月からは、事業主は従業員に育休取得の意向を確認するこ

とや、取得しやすい環境の整備が義務化されました。来月の 10 月からは出生時

育児休業制度が始まり、子どもが生まれて８週間以内に計４週分の休みを２回

に分けて取ることができるようになります。このように来月からは休みやすく

なってきておるわけでございます。 

現在はまだこの制度がまだ改正前でございますが、そんな中、令和２年度の
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地方公務員の男性の育児休業取得率が 13.2％、長野県は 6.6％ということで、

全国で 39 位と低い結果でありました。 

町の職員の育休取得率はどのぐらいなのか、お聞きをしたいと思います。 

○議長（小平一博君） ③の答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 取得者が僅尐でありますので人数で申し上げますと、令

和元年度は育休を所得した男性が１名、令和２年度と令和３年度はゼロです。

なお、令和３年度はその対象者、取得可能者が８名ではありました。 

この原因としては、育休制度が男性職員に未だ定着していないこととともに、

实際には休暇の目的が育児であっても、手続きがより簡便な年休を数日等で取

得するケースが多いことが考えられます。 

また、先ほど、本年定例会の初日にも即決を賜りました条例改正も含めまし

て、本年 10 月から大幅に男性、また共働きの場合も含む男性が育児休暇をさら

に柔軟に取得しやすくなりますので、職員に対する制度の普及啓発とともに、

先ほど年休に関するご質問への答弁でも触れたとおり、育児を含む多様な目的

に忚じて、休暇が取りやすい職場環境づくりに努めなければならないと考えて

おります。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） ぜひ、法律が改正をされて、10 月からですけれど、こうい

うふうに改正されますというものを十分周知をしていただくことも大事かなと

いうふうに思いますので、周知をお願いしたいと思います。 

一つ補足質問をお願いします。 

男性が育休を取得する際の大きな障壁の一つは、取得者が出た職場の負担感

の増加だと思います。先ほど言いましたように、８週間以内に４週間２回に分

けて取れるということになりますと、４週間分の代替の人材の活用だとか、そ

ういうのが必要になってくるんではないかなというふうに思います。この４週

間分の代替の人材の活用や仕組みづくりがやっぱり大事じゃないか、鍵と言わ

れておりますが、町の方での何か対忚の考えがありましたら、お聞きしたいと

思います。 

○議長（小平一博君） 補足に対する答弁を求めます。 

中塚総務課長。 
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○総務課長（中塚英幸君） 先ほどの育児休暇の当町の現状を申し上げたとおり、含

めまして、現状では短期の代替職員の補充制度とかは確立をいたしておりませ

んので、早めにその意向を確認、数カ月あるいは半年とかそういった単位で、

数カ月前から把握することも含めまして、いま实態がないですが、何らかのケ

アですとか、制度を確立しなければならないと思います。 

ご指摘ありがとうございます。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） ぜひ仕組みを説明をお願いしていただきたいと思います。 

次の質問に移ります。 

小中学校の教員の皆さんの働き方改革でございますが、先日ちょっと新聞を

見ておりましたら、公立小中教員の疲弊深刻化というふうに大きな見出しが出

ておりました。一つは、デジタル対忚などの業務拡大、二つ目は、半数は勤務

中休息時間がゼロ、三つ目として、精神疾患による休職者が全国で 5,000 人、

私もちょっとびっくりしたんですが、先生の疲弊は、子どもの成長に悪影響を

及ぼすなどと問題視をしておりました。 

これは全国的な傾向というか、記事かと思いますが、当町での实態はどのよ

うに町は把握しているのか、お聞きしたいと思います。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 教職員の勤務時間は、学校ごとに毎月集計いたしまして、

町教育委員会経由で県教育委員会へ報告をしており、この報告により实態把握

をしております。 

また、学校職員の状況につきましては、月に一度の校長会で、子どもの状況

とともに必ず話題にするようにしています。校長との情報交換を通して、教職

員の心身の状況についても把握をしております。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） ここでいう、補足質問、よろしいでしょうか。 

デジタル対忚などの業務の拡大だとか、休暇、半数は勤務中の休息時間がゼ

ロだとか、そういうことはないという理解でよろしいんでしょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） お答えいたします。 
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ただいまご指摘のありました、デジタル対忚の業務の拡大についてなんです

けれども、ご指摘のように、その分の仕事が大変であるというそういった部分

の認識はしております。そこら辺につきましては、町としてＩＣＴの教育指導

員を配置するなどして対忚をしてきているところでございます。 

また、休憩時間の問題でございますが、この休憩につきましては、特に、こ

れは休憩というのはお昼、昼休みの時間でございますので、給食を取る時間は

カウントをされているわけです。それは休憩として当然認められているわけな

んですけれども、その前後の時間、指導時間としてカウントをしておりますけ

れども、そこら辺のところが確かに、特に小学校の低学年など、忙しいという

实態はございます。尐しでもその点改善できるように、今後も校長等と連絡を

取ってまいりたいと、そのように考えております。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

次の質問でございますが、今後の教員の働き方改革の改善についての町の考

え方を伺います。 

○議長（小平一博君） 関連質問①についての答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 議員ご指摘のとおり、教員の働き方につきましては、それ

が子どもたちの学習やあるいは発達にも影響を及ぼす、その可能性がございま

すので、一層の改善に努めています。 

いくつか例を申し上げますと、先ほど再質問のところでご質問いただきまし

た、デジタル関連の業務の拡大につきましては、ＩＣＴ教育指導員を配置して

いるわけでございますが、主に教員向けの研修会の開催、あるいは实際に授業

にも入りまして指導をしております。そういった活動を通しまして、教員の負

担軽減を図っております。 

また、特別支援教育支援員や学習支援員のほか、学級担任や教科担任を務め

る講師も町費で配置をすることで、児童生徒へのきめ細やかな指導を行うとと

もに、教職員への負担軽減にも努めています。 

さらに、一昨年度立ち上げました子ども家庭総合支援审では、学校と連携し、

困り事を抱える子どもや家庭への支援を行っているほか、コミュニティスクー

ル事業では、地域人材の活用を通して、ボランティアが教職員と協働するなど、

かつて学校職員のみが担っていた業務内容を、行政や地域とともに行う体制を
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整えております。 

いずれにいたしましても、教員の服務の状況につきましては、任命権者であ

る県教育委員会の方針に沿いながら、校長を通じて把握してまいります。 

○議長（小平一博君） 大島正光君。 

○１２番（大島正光君） 私の質問は以上でございますが、最後に、先週ある報道機

関の管理職が過労死というふうに労働基準監督署から労災認定を受けたという

ような発表がありました。過労死ラインの 80 時間以上を上回る時間外労働があ

ったというふうに報道されておりました。 

やはり長時間労働の是正、それから年次有給休暇の取得する促進等がやっぱ

り大事ではあるというふうに私は思います。さらなる働き方改革を促進をして

いただきまして、魅力ある働きがいのある職場づくりにご尽力を期待をしまし

て、一般質問を終わります。 

 

◇ 通告３番 木下 啓爾（８番） ◇ 

○議長（小平一博君） ８番、木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） ８番、木下啓爾です。 

ただいまから高森町における入札制度の現状と今後についてと質問をいたし

ます。 

今回の一般質問に入札を選んだ理由は、支援者の方から、「落札率 100％とは

どのようなこと」、こういう質問をいただいたからです。町では区長会を通じて

毎月入札結果を町民に公表しています。それをごらんになった町民の方からの

質問です。町の情報を積極的に町民に公開しようとしている高森町の姿勢のよ

さの表れかと思います。 

さて、私は今まで、町の取り組むさまざまな事業やそれに関わる予算決算ば

かりに目が向いておりました。しかし、予算執行の重要な部分である入札につ

いてはあまり注意を払ったことはございませんでした。そのため、先の支援者

の質問に、適切に答えることができませんでした。 

そこで今回は、担当部署の協力、助言を受けながら、自分なりに入札につい

て考えてみました。 

質問に入る前に、通告書の数値に誤りがあることが判明いたしましたので、

お詫びをいたします。原因は、担当部署からいただいた入札データを集計する

にあたっての操作ミスでございます。若干の修正が生じたのですが、質問内容
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には変更はありません。ここではその詳細の数値については触れませんが、質

問の中で若干数値が違うところがあるかと思いますが、ご了承ください。 

なお、この件につきましては、議長の、事前に議長の許可をいただいており

ますので申し添えます。 

それでは、項目１の質問です。 

町が公表した令和２年４月から令和４年７月までの 27 カ月分の入札結果を

調べてみました。その期間の入札は 192 件、そのうち入札率 100％というのは

10 件ございました。公募型プロポーザルでの随意契約もありますので、その部

分は除いていただいても結構ですので、一般的な説明でよろしいですので、指

名競争入札において 100％が発生する理由を、わかりやすくご説明いただけれ

ばと思います。 

○議長（小平一博君） （１）に対する答弁を求めます。 

藤田副町長。 

○副町長（藤田柳治君） 令和２年度の指名競争入札の件数は、年度でございますけ

れども 60 件、令和３年度は 86 件でございました。 

長野県建設部では、建設工事・建築工事に係わりますところの材料などの単

価や労務単価を公表をいたしております。これは、発注者が企図する成果物の

完成等のためのものでございまして、各自治体で实施する工事費等の積算には、

これに準じておるところでございます。 

また、指名競争入札の場合、町から指名された事業者も、この公表されてい

る単価により積算をし、資機材調達等を加味して忚札価格としているものと推

測がされます。 

こうしたことから、適正価格の範囲内で、落札率 100％といったケースもあ

り得るものと考えております。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 県の発表する単価等を町も業者も参考にしておりますので、

そのことによって 100％が生じるということはわかりました。 

それでは、落札率 100％というのは、町の予算予定価格と業者の示した入札

価格は同じ額ということなんですが、業者の入札価格が高すぎると、町長が事

前に決めた予定価格を上回ってしまい、落札者なしとなりますし、一定の品質

保証のために定める最低制限価格、これがこれより低いと品質に不安が残るの

でその入札から除外される、こういうふうになっております。なかなか素人に
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は難しいことですが、上限と下限が決まっているわけです。そのことを業者側

から見ると、町の要求される品質保持、維持ということと、もう一つは、営業

利益というのがポイントになります。一方、発注者、要するに町ですが、町は、

町民の皆様から集めた税金を無駄遣いしないということがポイントとなります。

また、町にとっては適切な工事、それから必要とする物品の納入も重要なポイ

ントとなります。 

先ほど申しましたように、入札制度は、入札者と発注者の間にそのような関

係があるわけですが、事業者が事業の継続ができるような適切な価格で落札で

きること、このことも町の商業、産業を継続、維持、活性化させるためには非

常に重要でございます。100％という質問をいたしましたが、入札率だけでは入

札制度に関わる複雑な仕組みは、町民の皆様には見えてまいりません。 

そのことを理解した上で、①の質問に入ります。 

先ほど申しました入札、全部の入札のうち100％は10件でしたけれども、99％

以上は 44 件、約 23％、98％は 68 件で 35％、私のような素人には、99、98、ほ

ぼ 100 だな、そんなふうに思えるのですが、入札の全体の３分の１が 98％以上

という数値結果について、町は行政の立場からのお考えがあればお聞かせくだ

さい。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

藤田副町長。 

○副町長（藤田柳治君） 先ほどの質問に対するお答えと重複する部分も一部ござい

ますけれども、長野県におきまして、建設工事・建築工事に係わりますところ

の材料などの単価や労務単価の公表によりまして発注者側が積算したものと、

忚札する各社が積算したものが近いものと推測がされるところであります。 

指名競争入札の場合には、価格競争でございますので、一定の利益を確保し

つつ忚札するため、こうしたケースはあり得るものと推測がされます。 

入札の方法でございますけれども、入札につきましては、２回を限度とする

入札を行っておりまして、予定価格の範囲内で収まれば、そこの最低入札価格

者が落札者となります。なおかつ予定価格に達しない場合には、２回を限度と

する見積もりに移ります。これは地方自治法施行令の規定によるものでござい

ますけれども、またそこで見積もりを出していただいて、落札者が決まってく

る、予定価格の範囲内で、その場合、最低制限価格、先ほどの入札も含めます

けれども、最低制限価格を下回ってしまった場合には、あと品質の関係もござ



 －93－   

いますので落札者にはなり得ない、こういったルールがございます。 

こういったことも踏まえまして、引き続き適正な入札の執行に努めてまいり

たいというふうに考えているところでございます。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） お聞きをいたしましてもなかなか難しいシステムでございま

す。素人がとやかく言うのはいたしませんが、次の２の項目に入ります。 

高森町では、令和３年の６月、一般競争入札、指名競争入札、随意契約の入

札形態に加えて、新たな入札システムであります総合評価方式指名競争入札と

いうのを導入してございます。そのときの対象は、高森町環境保全業務という

業務でございます。それ以来、この１件以外では、この総合評価方式指名競争

入札は行われておりません。 

この件に関しては、令和３年６月議会の一般質問において、元議員である湯

沢氏から次のような質問が出されております。この入札方式の指名業者の選定

に関わってという限定ではございますが、評価する上での実観性からすると、

第三者の評価委員会等も必要ではないかと考えるが、この点についてはどうな

っているのかというご質問でございました。そのとき既に副町長に就任されて

いた現副町長は、今回は副町長、会計管理者ほか課長４名で対忚したと、今後

は有識者も含めて検討していきたいと考えていると回答されております。 

今後は有識者も含めてと答弁していただいておりますが、その回答について

お聞きをするつもりでございます。先ほど申しましたように、ちょっとデータ

ミスで、この競争入札が１回しかやっていないので、次のやつでこの評価者を

選ぶ云々かんぬんというのはなくなってしまいましたけれども、ここに書いて

あるように、有識者も含めて検討していきたいというご答弁に対して、今の段

階で副町長の方からお答えがあればお願いをいたします。 

○議長（小平一博君） （２）に対する答弁を求めます。 

藤田副町長。 

○副町長（藤田柳治君） 総合評価方式指名競争入札につきましては、令和２年度ま

で町直営で实施をしておりました道路維持管理、不法投棄パトロール、あるい

はごみステーションパトロールなどの業務につきまして、地元雇用や役場職員

の労務費縮減などに向け、令和３年度に民間事業者へ委託として試行的に導入

をいたしたものでございます。 

その後、総合評価方式指名競争入札にふさわしい入札案件はない状況でござ
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いましたので、選定にあたっての有識者を含めた評価会議、評価委員会の開催

はございませんでした。 

今後も、価格のみならず、品質保証に必要な案件が生じた場合には、弁護士

などの有識者を外部委員として評価委員に加え、選定をしていきたいと考えて

いるところでございます。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 続いて、①の質問に入ります。 

ただいまご説明をいただきました総合評価落札方式の採用が始まったのは

1990 年代からなんですが、2005 年に公共工事の品質確保の促進に関する法律と

いうのが制定されて、国や自治体によって本格的に採用が始まっております。

先ほどありましたように、本町でも１件でありますが、採用しているわけでご

ざいますが、今後は増えてまいりますものと予想されますので、いま副町長の

お答えになったところを、今後实践に向けてよろしくお願いします。 

今の入札方式の総合評価落札方式のほかにも、2022 年からは、賃上げを实施

した企業を評価時に優遇する制度も開始されています。 

この総合評価方式指名競争入札について、積極的な活用を国が推進しており

まして、ぜひとも高森町でも今後の導入の見通しをお聞きしたいので質問をい

たします。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

藤田副町長。 

○副町長（藤田柳治君） 入札にあたりましては、基本的には技術・経験・实績など

について信用力のある地元の事業者を中心に選定をいたしまして、業者間で価

格競争をする指名競争入札を中心に考えております。 

一方で、価格以外の技術提案でございますとか、安全対策、環境保全などの

多様な要素を考慮して、価格と品質が総合的に優れた事業者を落札者とする案

件が生じた場合には、総合評価方式指名競争入札などは有効であるところから、

導入を考えていきたいというふうに考えております。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 今後、必要があれば総合評価方式の指名競争入札を導入を考

えていくということでございます。 

ご承知のように、グリーン契約と呼ばれる環境配慮契約も注目をされており

ます。環境負荷をできるだけ尐なくするなど工夫をした契約でございます。内
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容的には、工事やサービスを实施するにあたり、自然環境に配慮した企業を選

ぶ。そのことで高森町にとってはカーボンゼロへの配慮にもつながります。例

えば、役場などで使用する電気量の購入、改修事業の入札について、グリーン

契約が導入できるかどうか等の企業の検討と町の検討、そんなことを進めてい

けば総合評価方式の指名競争入札についても、多方面からその活用が検討でき

るかと思いますが、そのことについて、町ではどう受け止めておられますか、

お聞きをします。 

○議長（小平一博君） ②でいいわけですね。 

○８番（木下啓爾君） はい。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） ただいま議員にご紹介いただきましたグリーン契約は、

国や地方自治体等の契約の際に、価格に加えて環境性能を含め総合的に評価し、

最も優れた製品やサービス等を提供するものと契約する仕組みでございまして、

新しい経済社会を構築することも目指しておるところでございます。 

その一方で、現实には、長引くコロナ禍や最近の物価高騰を受けて厳しい経

営環境にある地元業者の受注機会確保ですとか、あるいは健全な競争を前提と

するより安い、安価な取引価格というところも重要でございます。 

以上を踏まえて、まずは地元業者の受注機会に影響の比較的尐ないような調

達分野を対象といたしまして、ただいま電気ですとか、改修工事等もあって、

一部重複はするんですけれども、これら県や近隣自治体、地域産業などの動向

を情報収集しつつ、検討をというようなご提案でございます。その可能性を町

としても探ってまいりたいと考えております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 高森町が求めるゼロカーボン等新しい入札方法、方式で仕様

書の検討等すれば、多尐なりとも価格は上下しても結構かなというふうに思い

ます。 

さて、最後の項目３に移ります。 

入札制度の目的は、先ほど総務課長のお答えの中にもありましたように、財

源である税金を無駄遣いしない。したがって、入札で最も安い業者を選ぶとい

うことは原則でございます。 
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一方で、先ほど申しましたように、地元企業の保護・存続についても考える

必要がございます。安くするということになりますと、企業の負担が、負担と

いうか、儲けがといいますか、が尐なくなりまして、経営上大変なことになり

ますので、ぜひともそんな点よろしくお願いします。 

でも、さっきの資料の中で、落札率 98％が 36 というふうに私申したんです

が、この数値をさらに追っていく、そうすると 95％が 122 件で、全体の 63％ぐ

らいになるんです。町はこの入札結果の数値について、95％以上が町民の皆様

に何を、町民の皆様に、95％が 63％を超えているということに対して、町民の

皆様にご理解をいただくためには、町の分析と考えをお聞かせいただければ幸

いです。 

○議長（小平一博君） （３）に対する答弁を求めます。 

藤田副町長。 

○副町長（藤田柳治君） 先ほど（１）の質問のお答えと一部かぶるところがござい

ますけれども、町側の設計額と忚札側の積算額は近いものと推測がされます。 

その一方で、町が示している設計は、お認めいただいた予算の範囲内で、施

工性や安全性などの諸条件を確保しつつ、さらには、当該施設が完成後、町民

の皆様にとって安心に利用していただけるものを目指しております。 

こうした条件の下で、忚札者は会社の利益も含め、業者間の競争により入札

価格を決定しているため、設計額と近い価格となっているのが現状でございま

す。 

さらには、建設業はなくてはならない業種でありながら、多くの建設業者が

雇用や後継者に悩みを抱えている状況でございまして、公共事業で一定の利益

を確保しつつ、雇用者の賃金などにつなげているものと推測がされるところで

あります。 

いずれにしましても、予定価格の範囲内で忚札されていることは間違いない

ことでございますので、取引は適正であるというふうに判断をいたしておりま

す。 

今後も適正な価格により、地元業者の育成も含めた発注を行ってまいります。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 今の副町長のご回答とおりだと思います。95％以上がどれほ

どあろうが、98％以上がどれほどあろうが、適切な入札が行われていると、そ

のことは町内企業の皆さんの経営の問題にも関わってまいります。ということ
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は、町民の皆様の生活にも関わってくるということですので、今の町の方向性

に間違いはないと、そんなふうに考えます。 

そこで、次に移ります。 

納税者への入札結果の情報公開は、予算やその執行の透明性を高め、住民か

らの信頼を得ることにつながります。ただいま町がやっております入札結果の

公表はそれに当たります。当りますが、それだけではやや不十分ではないだろ

うかと、そんなことも考えます。 

そこで、①の質問です。 

入札については、予定価格の決定、入札業者の選定、落札者の決定などさま

ざまな作業があります。また、入札に関わる不服申し立てなども考えられます。

それぞれが適切に行われているかを町ではどのようにチェックしているのか、

チェックの現状は今どうなっているのかをお尋ねいたします。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

藤田副町長。 

○副町長（藤田柳治君） 入札に係わる組織内部のチェック体制といたしまして、設

計書につきましては、委託した仕様に沿って納品がされているかを担当課で行

っております。また、契約方法とその理由、根拠法令、業者選定と選定理由な

どにつきましては、一定金額以上を請負人選定委員会において審査をし、契約

締結につきましては、担当課で確認を行っております。また、起工から契約締

結に至るまで、起案文書による決裁回議を町長まで行っておりまして、その中

でもチェックがされているところでございます。そして、外部におきましては、

監査委員による監査により入札の執行のチェックが保たれていると思っており

ます。 

なお、入札に対する不服申し立てにつきましては、現在までないところであ

ります。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 桜を見る会の入札がどうのこうのというのは、ちょっと今、

新聞紙上で出ておりますが、②の質問ともちょっと関係するのでお話をします。 

平成 19 年３月に国土交通省は、地方公共団体における入札監視委員会等第三

者機関の運用マニュアルというのを公表しています。平成 19 年度のやつなので、

それをよくよく読んでみると、国県はほぼ 100％、政令指定都市もほぼ 100％、

ところが市町村になるとグッと下がって 10％そこそこなんですよね。なぜかと
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いうと、時間的にも、要するにその審議をする時間、それからそこに来ていた

だく第三者機関の皆さんへの経費等々、予算的にもいま以上に業務や予算が増

えるんだけれども、そのためにできないでいるというところはあります。とこ

ろが、やっているところでは、入札物件対象の数を減らしたり、实施回数、要

するに月１回やるやつを３カ月に一遍とか、６カ月に一遍というふうにして縮

めるとか、そういう工夫をして实施している自治体もあります。多分、記録を

一生懸命探したんですが、平成 19 年には 10％に届くか届かないかと、今はも

うそれから 10 年経っておりますので、もう尐し数は増えていると思うんですが、

高森町でも町民への情報公開、説明責任の観点から、その導入を検討してはど

うかと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 

藤田副町長。 

○副町長（藤田柳治君） 入札監視委員会につきましては、公共工事の入札及び契約

の適正化の促進に関する法律の趣旨を踏まえまして、公共工事の入札・契約の

透明性確保のために、第三者による監視を行うものであります。都道府県や主

な市を中心に設置がされているところであります。 

委員は、主に大学教授、弁護士などで構成をされまして、入札や契約实績の

中から抽出して内容を審査をし、結果を長に報告するものと、こういった仕組

みになっております。 

長野県は、他県とは異なり、入札そのものではございませんが、公共事業評

価監視委員会を設置をいたしております。 

県内市町村におきましては、入札監視委員会の機能を有した組織を設置して

いるところは、調査をした範囲ではございませんでした。 

今後、当町におきましては、県内の動向を調査しつつ、引き続き適正な入札

を執行するとともに、監査委員における工事監査等によって進めていきたいと

考えております。 

議員のご指摘の監査委員会につきましては、町としても研究をしていきたい

というふうに思っております。 

○議長（小平一博君） 木下啓爾君。 

○８番（木下啓爾君） 町の進もうとしている方向性はそれで結構かと思います。で

きるか、できないかは別です。それぞれにいろいろな条件が重なりますので、

国が求めているものがそのままできるとは限りません。それはそれで結構かと
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思います。 

質問は以上になりますですが、最後に、本年度はＤＸ係をつくり、ＤＸ化に

模索している高森町でありますので、長野県でもただいま進めております電子

入札について係にお聞きをしたら、もう既に研究を始めていると、係で始めて

いるのか、町で始めているか、係が始めていれば町が進めているということで

すが、ぜひともその入札制度の改善という視点から、ＤＸ入札等についても研

究を進めていただくことを期待して、私の一般質問を終わりといたします。 

○議長（小平一博君） ここで暫時休憩に入ります。 

再開は 10 時 40 分であります。 

 

休 憩  午前１０時２６分 

再 開  午前１０時４０分 

 

○議長（小平一博君） 休憩を解き、一般質問を再開いたします。 

 

◇ 通告４番 齋藤 天（２番） ◇ 

○議長（小平一博君） ２番、齋藤 天君。 

○２番（齋藤 天君） 議席番号２番、齋藤 天です。 

通告に従い、質問させていただきます。 

高森町のゼロカーボンシティへの取り組みについて、質問させていただきた

いと思います。 

高森町と高森町議会は、令和３年３月２日、2050 年までに高森町の二酸化炭

素排出量实質ゼロを目指す、長野県高森町ゼロカーボンシティ宠言を共同で表

明いたしました。しかしながら、ゼロカーボンに向けての取り組みについて、

何をしているのだろうかという町民の声をお聞きすることもございます。 

そこで、質問させていただきます。 

先日行われましたゼロカーボン学習会、また、高森町再エネ導入戦略等検討

委員会が開かれましたが、その結果の町民の意見、賛否、また周知はどのよう

になっているか、お聞きいたします。 

○議長（小平一博君） （１）に対する答弁を求めます。 

多田井環境水道課長。 

○環境水道課長（多田井 素君） 当町では、いま議員ご指摘いただきましたとおり、
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昨年３月、議会と共同でゼロカーボンシティ宠言を行い、これを契機として、

地球温暖化防止に向けた取り組みが本格化したと認識をいたしております。ご

紹介いただきました検討委員会や学習会の開催もその取り組みの一つになりま

す。 

参加された皆様方から、「地球温暖化問題を身近に感じ、自分のできることを

取り組んでいこうと思った」「本当にカーボンゼロは可能なのか」「具体的にど

う取り組むのかわからない」といったさまざまなご意見をいただいております

が、町のゼロカーボンへの取り組み自体に反対といったご意見はお聞きをして

いない状況でございます。 

2050 年ゼロカーボンに向けた取り組みは、宠言にもありますように、町民・

事業者・行政が一体となって積極的に進めていくことが重要で、いかに町民の

皆様や事業者の皆様が自分事としてとらえ、行動していただけるかが大切でご

ざいます。 

町では、これまで脱炭素に向けた計画づくりを主に行ってきていたこともあ

り、町民等の皆様への周知が十分であったとは言い難いとは思いますが、先の

ゼロカーボン学習会で公表をいたしました、高森町の地球温暖化防止实行計画、

2050 年カーボンニュートラルアクションプランには、町民・事業者・町の各主

体の役割や具体的取り組みも明示していますので、今後、その周知に努めてま

いりたいと思います。 

今年度からは、毎月広報たかもりへ地球温暖化情報を掲載をし、令和４年度

予算議会提言でご回答したとおり、下半期にはホームページの充实を図る予定

でおります。 

ゼロカーボンへの取り組みは長期間にわたりますので、町といたしましても、

アクションプランに基づき、継続的かつ効果的な取り組みを实践してまいりた

いと考えておりますので、影響力や発信力のある議員の皆様方のさらなるご協

力をお願い申し上げたいと思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 齋藤 天君。 

○２番（齋藤 天君） 関連質問に入らせていただきたいと思います。 

ゼロカーボンへの取り組みとしましては、高森町はやはり自然の多いところ

でありますので、森林また農地というものの活用というものがとても重要にな

ってくるのではないかと思います。 
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また、違う観点を持ちますと、これが大きな資産となりまして、高森町の今

後の財政にも大きく関わってくるのではないかと考えております。 

農林水産省、みどりの食料システム法というものが令和４年７月１日に施行

されました。その中では、調達、生産、加工、流通、そして消費というサプラ

イチェーンですね、日本語にしますと、供給の連鎖と説明されておりますが、

その全体を貫く基盤技術の確立と連携とあります。調達では、いま高騰してお

ります肥料・飼料などの日本がほぼ輸入に頼っておりますが、これを輸入に頼

らない有機農業の推進、また、高森町でも課題になっております竹を使った竹

炭を農地に利用し、それを肥料にすると、土壌改良にも使えるなどのものが挙

がっております。こういった地域課題にもつながる戦略などが多様に含まれて

いるみどりの食料システム戦略では、2050 年までに農林水産業のＣＯ２ゼロエ

ミッション化の实現を目指すと第一項で掲げてあります。 

高森町としては、農林水産業に関わるゼロカーボンに向けた取り組みをどの

ように構想しておりますでしょうか。 

○議長（小平一博君） 関連質問①の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ただいまご紹介いただきましたみどりの食料システム戦

略では、特にそのゼロエミッション化といった部分でいきますと、農業におけ

る化石燃料由来によるＣＯ２の収支をゼロに抑えようといった項目を謳われて

いるところでございます。その实現には、いま現在普及されている、あるいは

開発しかけられている技術、それからその仕組み、流通などの仕組みなどから

いったん離れ、それに取って代わる革新的な技術や生産体系、流通の体系を開

発し、それを現实に現場に实装していくといったことが不可欠ではないかとい

うふうに考えられます。 

こういった国全体の戦略、大きな方針の下で、県ですとか、ＪＡなどに代表

される生産団体などとも協力しながら、まずは既に開発されつつある新しい技

術の紹介、例えば、農作業機械のバッテリー化、電源化といったものですとか、

先ほどご紹介いただきました化学肥料の新たな品目による置き換えなどといっ

た技術の定着、普及について、農家の皆様への情報提供といったものに努めて

まいりたいと考えているところでございます。 

○議長（小平一博君） 齋藤 天君。 

○２番（齋藤 天君） 次の質問に移らせていただきたいと思います。 
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（２）の安全安心な食料自給について、質問させていただきます。 

先ほどの農林水産省のみどりの食料システム戦略の２項目目にあります低リ

スク農薬への転換、50％低減を掲げております。農薬のリスクについてお聞き

したいと思います。 

ここでは、ネオニコチノイド系というものが挙げられておりますが、ネオニ

コチノイド農薬については、ミツバチの減尐やウナギ・ワカサギの漁獲量が激

減したという論文がつくば市や松江市から出されており、問題になっていると

いうことであります。このワカサギやウナギが激減した背景には、脊椎動物に

は効果がないというふうに言われていたんですが、微生物ですね、蚊の幼虫だ

ったりとか、そういったものが死滅していったことによって、それを捕食して

いた動物が減り、そしてワカサギやウナギが減っていったというような経過が

あったそうです。 

高森町では、やはりホタルやさまざまな動植物、豊かな町でありますので、

そういった影響が心配されるのではないかと考えております。 

また、ここには挙がっておりませんが、日本の中で現在出荷第１位はグリホ

サート系というもの、また２位は有機リン系というものがあるそうです。 

リスクということで調べてみましたところ、発達障がいとの関係などという

ものが週刊文春などで報じられておりました。こちらは海外の記事なんかを見

ますと、さまざまな学者の方が論文を出されており、とても心配だなと思いま

した。 

このあたりについてどうお考えか、お聞かせください。 

○議長（小平一博君） （２）についての答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 例示に挙げていただきましたグリホサートにつきまして

は、確かに県内でも佐久総合病院の方から、欠陥障害、注意欠陥障害や多動障

害といったものに関連があるのではないかといった報告がされておるのを確認

しております。 

また、有機リン系については、神経障害につながるといったその報告もある

んですけれども、そこに至るまでの過程、暴露された期間ですとか、その摂取

の方法、その濃度などによって、さまざまな条件が異なることから、その反論

も挙げられているところかというふうに考えております。 

一般的にその農薬といいますのは、そもそも農薬取締法に基づきまして、そ
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の登録にあたっては厳しい調査、所見を求められる、登録にあたってそういっ

た試験が行われているといった事实もございますし、登録から経過年数によっ

て、15 年というふうに確認をしておりますが、定期的に、その時ではわからな

かった新たな科学的知見に基づいても、試験、再評価を行うというふうに定め

られているところでありまして、まずはこの实際としては、きちんと定められ

た用量で使用され、また防護の対策をして使用されるといったことが肝要では

ないかというふうに考えております。 

そういった面については、農家の皆様と改めて情報を共有していくといった

ことに努めてまいりたいと考えております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 齋藤 天君。 

○２番（齋藤 天君） 補足質問をお願いいたします。 

農薬についての問題は、残留農薬という観点もございまして、とても今これ

が心配だというお声をお聞きすることも多々ございます。 

残留農薬についても、私たち大人であれば、体が大きいので代謝でそれが済

むなんていう話も聞くのですが、過敏な方は、重曹で洗うとか、その専用の水

を使ってじゃないと食べれないなんていう方もいらっしゃいます。また、ひど

い症状になりますと、過敏症で、もう家にも入れないというような方も、ほん

のわずかな方ではありますがいらっしゃるというのも現实であります。 

そこで、学校給食における高森町は地産地消を謳っておりますので、その残

留農薬のチェックと除去の観点が必要と思いますが、そのあたりはいかがでし

ょうか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 学校給食におきましては、各地域の皆様から

であったりとか、あとは契約を結んでいるところから入っております。 

その残留農薬についてのチェックというものは、今のところ、そういう仕組

みとしてはございません。 

○議長（小平一博君） 齋藤 天君。 

○２番（齋藤 天君） 私もホームページ等を見まして、現状でチェックされている

のは、すいません、ちょっと忘れてしまいましたが、福島の時になりましたの

で、原発のエネルギーの核の燃料になるようなもののそういう残量があるかど
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うかというのは見たんですけれども、やはりちょっと残留農薬の心配もあるの

かなと思いまして、今後、そのようなこともご検討いただけるのかどうか、ち

ょっと質問させていただきたいんですが。 

○議長（小平一博君） それでは、補足質問の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 失礼いたしました。 

残留農薬につきましては、現在のところ、多くの農薬については、所要の定

量を守られていれば、一般的には生分解していくというものが多く使われてお

ります。中には、その個人のご事情で反忚されるという方もいらっしゃるんで

すけれども、一般的には、先ほど申し上げました定められた用量等を守られて

使われる中では、生育の過程で、給食として提供された時点では、その残留と

いったものは、そういった影響といったものは残っていないというふうに考え

ています。 

先ほど申し上げましたような農家の皆様に、またこの給食に食材を提供され

ている皆様には、そういった情報も改めてお知らせしながら、その農家への共

有の中で生産していただいた、また給食として食材を提供していただいた皆様

に、そういった状態を保っていただくということを働きかけてまいりたいと考

えております。お願いいたします。 

○議長（小平一博君） 齋藤 天君。 

次へいってくださいね。 

○２番（齋藤 天君） わかりました。 

農薬についても、日本はとても農薬が多いというお話もあります。ただ、今

の慣行農業をやるにあたってはどうしても使わざるを得ないという現实もござ

いますが、子どもたちを守るという観点で、ぜひそのあたりも知っていただけ

ると、より安全安心な食というものは、町を守る、子どもたちを守るというこ

とになるんではないかなと考えております。 

次の関連質問に移らせていただきます。 

この中で有機農業の推進について述べられております。我が国では、平成 18

年度に策定されました有機農業推進法というものにおいて、有機農業を科学的

に合成された肥料及び農薬をしない、使用しないこと並びに遺伝子組み換え技

術を利用しないことを基本として、農業生産に由来する環境への負荷をできる

限り低減した農業生産の方法において行われる農業をいうと定義されておりま
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す。 

こちらの有機農業の推進に関わる法律第 112 号になります。 

ところが、みどりの食料システム戦略の中では、品目を見ていきますと、と

てもすばらしいものがあるんですが、最新技術の導入という部分で、ゲノム編

集された品目というものもありました。こちらは正直驚いたんですが、血圧を

降下させる効果のあるトマト、また肉厚な真鯛など、さまざまなものがござい

ました。 

法律の中では、遺伝子組み換えというものを使わないというふうになってお

りますが、それとまたちょっと違う種類の遺伝子を操作したゲノム編集という

ものは使えるというところに、ちょっと町民の方々と違和感を覚えました。こ

の遺伝子組み換えの食品のように安全性については、いま新しい技術でまだ出

ておりませんので、数年後に出る、数十年後に出るという意見もございます。 

尐しでももし危険性や不安が残るのであれば、止める条例の制定、また多角

的情報発信が必要だと思いますが、町としてはどのようにお考えか、お聞かせ

ください。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 先ほどの戦略においては、新たな技術の開発というのは

不可欠とされているわけでありますけれども、その中では遺伝子工学を利用し

た技術といったものもその一つではないかというふうに考えられます。 

現在のところは、その遺伝子組み換えなどによって開発されたものが広く、

部分的には存在はしているわけですけれども、この中でも特にその解析、遺伝

子解析といったものについては、この戦略の効果を発揮するためにも、効果の

ある技術の一つではないかというふうに考えております。例えば、有機農業な

どを推進するにあたっては、どうしてもその肥料の変換ですとか、あるいは病

害虫に対するその対策を考えていかなければいけなくなるわけですけれども、

そういった病害虫への耐性、耐える力ですとか、収量の確保といったものの両

立を図るためには、こういったゲノム解析、遺伝子工学の効用を使うといった

ことは避けざるものではないかというふうに考えております。 

いずれにしましても、この一つ、地方の一基礎自治体でその技術の危険性で

すとか、将来にわたった影響を踏まえた使用の規制といったものを条例で整え

ていくといったことは、物理的にも現实的ではないのではないかというふうに
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考えておりますので、その可能性を一律に規制する条例を設けるということよ

りは、その時点での科学的知見を正確に把握して、慎重に冷静にそういった情

報を皆様にお知らせしていくといったことに努めてまいりたいと考えます。お

願いします。 

○議長（小平一博君） 齋藤 天君。 

○２番（齋藤 天君） なかなか難しいというお答えで、そのとおりだなとは思って

おりますが、ちょっと補足で一つ、最後の補足をさせていただきたいんですが、

このゲノム解析のトマトは、昨年から福祉施設に配られ、栽培がされていると

いうお話もお聞きしました。今年からは、小学校にも全国でも配布され、学校

で育て、子どもたちが食べるという機会もあるということであります。 

高森町でもそのようなお話はいま来ているのかどうか。また、その対策につ

いて、どのように対忚していくのか、お聞かせ願いますでしょうか。 

○議長（小平一博君） 補足の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ただいまご指摘いただきましたようなその作物、産物が、

町内において栽培されているかどうかといった情報は、いま時点では把握をし

てございません。また、生産者団体などとも協議する中で、どういったものが

流通しているかという情報は集めてまいりたいと考えております。お願いいた

します。 

○議長（小平一博君） 齋藤 天君。 

○２番（齋藤 天君） 現状ではゲノム解析、ゲノム編集の食品については、表示を

任意ではありますが、するようなことになっておりますので、必ずわかるのか

なというふうに思いますので、そういうのを注意する方は注意していくという

ことになるのかなと思います。 

次の３番の（３）の質問に移らせていただきたいと思います。 

ゼロカーボンのことなんですが、地域脱炭素ロードマップというものを環境

省が発表しております。令和３年の６月９日、第３回国・地方脱炭素实現会議

にて決定されたそうです。地球温暖化対策計画、こちらも令和３年の 10 月 22

日に閣議決定されております。 

こちらに基づき、脱炭素事業に意欲的に取り組む地方公共団体等を複数年度

にわたり継続的かつ包括的に支援するスキームとして交付金を設け、尐なくと

も 100 箇所の脱炭素先行地域、ちょっと先行という字が間違っておりますが、
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すいません。先行地域で脱炭素に向かう地域特性等に忚じた先行的な取り組み

を实施するとともに、脱炭素の基盤となる重点対策を全国で实施、各地の創意

工夫を横展開することを目的として行われるそうです。实施期間は、令和４年

から令和 12 年という町の方針にも沿った 2030 年までにかかる内容となってお

ります。 

こういった環境省の脱炭素先行地域の募集や脱炭素移行、また再エネ推進交

付金などの活用について、今後取り組む予定はあるか、お聞きします。 

○議長（小平一博君） （３）に対する答弁を求めます。 

多田井環境水道課長。 

○環境水道課長（多田井 素君） カーボンニュートラルアクションプランで掲げる

2050 年ゼロカーボン、2030 年ＣＯ２排出量实質 51％削減という目標を達成し

ていくためには、今後、多額の費用を要するものと考えています。そのため、

町では、今ご紹介をいただきました環境省の地域脱炭素移行・再エネ推進交付

金、これを活用していくことは極めて重要であるというふうに考えております。 

令和４年度予算でご決定をいただいておりますので、現在はこの交付金採択

に向けた申請書等を作成する業務委託を既に発注を終え、当町の今後のゼロカ

ーボンへの取り組みを精査しながら、脱炭素先行地域づくり事業か、重点対策

加速化事業のどちらの交付金メニューが当町にとって最適かを現在検討をして

いるといった状況でございます。 

○議長（小平一博君） 齋藤 天君。 

○２番（齋藤 天君） ぜひ交付金が来て、どんどん町をよくしていっていただきた

いと思っております。 

最後の関連質問をさせていただきます。 

これまでの農林水産省また環境省の交付金なども併せて、しっかりと町民の

皆様への支援、そして情報共有を行っていただき、町内のゼロカーボンを達成

していただきたいと思っております。 

また、ゼロカーボンを達成して余剰な分ですね、町の大きな資産になると考

えられると思っております。炭素排出量は多いけれども、森林・農地の尐ない

商工業都市、こちらのゼロカーボン連携を行うことで、町の町有林、町有農地

の資産化を図り、その財源を基に森林の整備や遊休農地など地域課題ですね、

竹、鳥獣害などたくさんありますけれども、の解決をできるのではないかと想

像しております。そちらについてはいかがでしょうか。 
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○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 先ほどのみどりの食料システム戦略のロードマップなど

の中では、今後、交付金など施策によるその支援対象は、この戦略に則った農

林水産業へ集中していくといったような記述もされているところであります。 

今後、この分野におけるその技術の定着ですとか、そういった分野での交付

金など、そういった情報が出されてくるものと期待をしております。そういっ

たものがこの地域にマッチする事業が当てはまるものであれば、ぜひそういっ

たものも紹介していきたいというふうに考えておりますので、情報収集に努め

てまいりたいと考えております。 

また一方、森林についても触れていただきましたけれども、これらについて

は、ＣＯ２の吸収能力が限られる中で、一方で、反対側として排出量が多い都

市部などの皆さんと一緒にこのみどりを支えていくといった仕組みの一つとし

て、環境譲与税といったものが整えられてございます。 

ただし、この環境譲与税の交付額につきましては、この南信州管内でもなか

なかその条件によっては十分な交付額を得られない中で、現实的な主伐、間伐

ですとか、いわゆるゼロカーボンに向けた森林の世代交代、更新といったもの

まで進められていないところが、多くの自治体での現状ではないかというふう

に考えております。 

これらにつきましては、国・県なども通じまして、要望活動などを行いなが

ら、配分方法など制度の改善についても粘り強く求めてまいりたいと考えてい

るところでございます。 

また、北部議会などの皆様を通じた要望活動の中でも挙げていただいた場面

もございましたので、そういった場面でもまた皆様のお力添えをいただければ

と考えております。よろしくお願いいたします。 

○議長（小平一博君） 齋藤 天君。 

○２番（齋藤 天君） 日本は歴史的に近代化を進めてまいりまして、時代は今かつ

てない大きな転換期を迎えていると思います。長野県を代表する松代藩の学者、

思想家である佐久間象山先生が重んじた和魂洋才、西洋の科学技術に学ぶにし

ても、根本となる精神は日本人が築き上げてきた東洋思想、道徳であることを

忘れてならないと言われております。 

子どもたちには安全安心な食事と教育があり、立派な大人を目指す。そして
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ひいては、それが将来、町の充实につながり、減災・防災にもつながる。そし

て親も老後に安心が生まれ、より元気になり、町全体が元気と充实に満ち満ち

ていく、そんな町、それが町を守ること、ひいては国を守ることにつながると

思います。これからのまちづくりには、そんな観点を持ってぜひ執行していた

だきたいと要望して終わりたいと思います。 

 

 

◇ 通告５番 佐々木 昌（６番） ◇ 

○議長（小平一博君） ６番、佐々木 昌君。 

○６番（佐々木 昌君） 一般質問通告に従いまして、質問をさせていただきます。 

省エネ新電力へ向けて、町民のできる後押しは何かと、そういうテーマで（１）

番の方へ入らせていただきます。 

今年の夏の電力需要のひっ迫や、今後予想される電力の市場価格高騰の原因

についてどう把握されているか、お伺いします。 

○議長（小平一博君） （１）に対する答弁を求めます。 

多田井環境水道課長。 

○環境水道課長（多田井 素君） 詳細な原因につきましてはわかりかねるところも

ございますので、一般論として答弁をさせていただきたいと思います。 

電力需給のひっ迫は、記録的な高温や想定外の低温などにより、電力の需要

と供給のバランスの確保が困難となる気象状況が大きな要因と言われておりま

す。 

また、電力の市場価格高騰の原因は、発電所トラブル等による急な供給力の

低下や予期せぬ気温変化による需要の急増化のほか、原油や石油、天然ガスと

いった燃料の価格の高騰などが挙げられるかというふうに思います。 

○議長（小平一博君） 佐々木 昌君。 

○６番（佐々木 昌君） 補足質問をお願いします。 

ということで、町民のできるということで、こまめに電源を切ったり、エン

ジンを止めたりなどのほかに、カーボンニュートラル宠言自治体として、家電

製品、自動車など更新時の省エネ指導、家など新築時の断熱材の使用提案や、

再生エネルギーを生み出す施設付属への推進指導を行う計画、または、そうい

うものに導入できる補助事業の予定はございますか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 
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多田井環境水道課長。 

○環境水道課長（多田井 素君） 2050 年カーボンニュートラル实現に向け、全国で、

また、多様な分野におきまして脱炭素の取り組みや補助事業が展開をされてい

るかというふうに思います。 

一例を申し上げますと、長野県におきましては、家電製品でいえば「信州省

エネ家電購入忚援キャンペーン」として、県民を対象に期間中、対象店舗にお

いて対象製品を購入した者に対し、購入品目や省エネ性能に忚じたポイント等

を交付するといった事業が行われておるかというふうに思います。 

また、家屋の断熱材使用等の省エネ性能向上につきましては、「信州健康エコ

住宅助成金」といったものを設け、新築・リフォームに忚じて、県民への支援

がなされているところでございます。 

当町では、ご存じのとおり、再生可能エネルギーである太陽光発電に関し、

住宅用屋根への設置補助を实施をし、その普及に努めているところでございま

す。 

ゼロカーボンに向けた取り組みは、一自治体だけでなく、国や県との相互連

携のもと、その取り組みが強化、また加速化されることが望ましいものという

ふうに考えます。 

町といたしましては、町民等の皆様に、各主体の支援や補助を有効に活用し

ていただけるよう、その情報を効果的に発信をし、また周知に努めることが大

切な取り組みの一つであるというふうに位置づけております。広報たかもり９

月号では、先ほど述べましたリフォーム改修の国・県補助制度をご案内する予

定になってございます。 

導入できる補助事業の予定はというご質問でございますが、先のアクション

プランでは、中期目標である 2030 年度には、2013 年度比ＣＯ２实質排出量 51％

削減という目標達成に向け、45 項目の具体的な対策を示しており、その中には、

住宅の断熱改修やゼロエネルギー化、エコカー導入等に対する町独自の補助制

度の創設といったものが謳われているところでございますので、今後、町民の

皆様、議会の皆様のご意見を十分にお聞きをしながら、その創設等の検討を進

めたいというふうに考えます。 

○議長（小平一博君） 佐々木 昌君。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、①の質問に入ります。 

ウクライナ情勢の影響を見ても、現時点では化石燃料に依存しているという
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ことが明らかになっています。 

その中で、こうした再エネ新電力分野での今後の見通しについて、お伺いい

たします。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

多田井環境水道課長。 

○環境水道課長（多田井 素君） 新電力の今後の見通しはとのご質問でございます

が、こちらも、基礎自治体として明快なご回答ができないかというふうに思い

ますので、あくまでも一般論として答弁をさせていただきたいと思います。 

これまで電気の供給は、中部電力や東京電力など全国各地にある大手電力会

社が発電から小売りまでを担っておりましたが、2016 年４月の電力の小売り全

面自由化により、どの会社でも一般家庭向けに電力の小売りができるようにな

り、その電力自由化によって新たに参入してきた大手電力会社以外の電力会社

のことを新電力と呼んでおるところでございます。 

これまで電気の販売に携わっていなかった異業種の企業も新電力として参入

をし、2021年４月では全国に706社ほど存在しているということでございます。 

市場価格の影響を受ける電力部門ということであるため、昨今の燃料価格高

騰の影響により、新電力からの事業撤退といったようなこともお聞きをするわ

けでございますが、脱炭素といった今のこの流れからいたしますと、今後、Ｃ

Ｏ２ゼロプランですとか、再エネ 100％の電力等を扱う新電力も増えてくるの

ではないかといったその見方もあるようでございます。 

○議長（小平一博君） 佐々木 昌君。 

○６番（佐々木 昌君） 補足質問をさせていただきます。 

我が国が現在８割を化石燃料に依存する中、政府は８月 24 日のグリーントラ

ンスフォーメーション会議で、電力安定供給と脱炭素化のために原発政策を増

設に転換するという方向を示しましたが、こうした再エネ新電力の促進には、

原発依存につなげたいわけですが、自治体としてのその見方というか、取り組

みとしての引っかかりはどんなところにあるでしょうか。 

○議長（小平一博君） これは答弁に対する質問でありますか。 

○６番（佐々木 昌君） 補足。 

○議長（小平一博君） 答弁に対する補足質問ですか。 

○６番（佐々木 昌君） ええ。 

それで一般論で結構ですから、わかる範囲で答えていただきたいと思います。 
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○議長（小平一博君） 多田井課長、わかるところだけ、わかる範囲内で答えてくだ

さい。 

○環境水道課長（多田井 素君） 町といたしまして、国のエネルギー政策に対して

見解を申し上げるといったようなことにつきましては避けさせていただきたい

というふうに思いますけれども、国全体で地球温暖化抑制のためにＣＯ２を排

出しないその発電方法であるその再生可能エネルギー発電、こういったものが

拡大されていくといったことは疑いのないところではないかなというふうに思

います。 

町におきましても、再生可能エネルギーの利用拡大を目指しておりまして、

ＣＯ２削減はもとより、地域防災力の向上、また、強いまちづくりにもつなが

る取り組みでございますので、積極的に再生可能エネルギーの利用促進といっ

たものについては推進をしていきたいという計画でございます。 

○議長（小平一博君） それでは、②にいってください。 

佐々木 昌君。 

○６番（佐々木 昌君） ②へ移ります。 

そうした中で新電力を支援して再エネ転換促進する主な対策について、町と

してお伺いします。町にお伺いします。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

多田井環境水道課長。 

○環境水道課長（多田井 素君） 先ほど申し上げましたとおり、多くの新電力が全

国に存在をするという中、行政がその支援を担うといったことは難しいという

ふうに考えるわけでございますが、町民の皆様へは、環境負荷の尐ない電力に

切り替えていただくことが、ＣＯ２削減への一つの取り組みであるといったこ

とにつきましては、お知らせをしてまいりたいというふうに考えています。 

また、先のカーボンニュートラルアクションプランにおきましては、町民や

自治組織などが主体となり实施をする町民・地域共同再エネ発電事業、この实

現に向けた仕組みの検討といったことも謳っておりますので、将来的には、エ

ネルギーの地産地消、エネルギーの自立地域づくりといったものを目指してい

くことも重要な取り組みであると認識をいたしているところでございます。 

○議長（小平一博君） 佐々木 昌君。 

○６番（佐々木 昌君） お答えを先にいただいたような気がしますが、③番の 2050

年ゼロカーボン事業を目指す上で、いま一番中心になっている太陽光発電など、
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これがどういう役割を、そういういま言ったシステムの中で役割を果たしてい

くのか、どう位置づけるか、この点についてお伺いします。 

○議長（小平一博君） ③の答弁を求めます。 

多田井環境水道課長。 

○環境水道課長（多田井 素君） 先ほどのアクションプランにおきまして、太陽光

発電、また小水力発電、木質バイオマス利用を、当町の再生可能エネルギーと

して、その普及促進を目指していきます。 

住宅用屋根等における太陽光発電におけるＣＯ２削減率を、その再生可能エ

ネルギーの中の７割弱というふうに位置づけておりますので、その普及、果た

す役割が重要であるといったことをご理解がいただけるのではないかなという

ふうに思います。 

○議長（小平一博君） 佐々木 昌君。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、その後段のゼロカーボンにおける小規模農業の

役割というものに関して、質問をさせていただきます。 

このゼロカーボンにおける小規模農業の役割というのを、どう町としてはと

らえるか、お伺いします。 

○議長（小平一博君） （１）ですか。Ⅱの（１）の質問ですか。 

○６番（佐々木 昌君） ゼロカーボンにおける小規模農業の役割を 

○議長（小平一博君） 役割を問うということは、これが題目ですから、題目ですが、

これは質問には答えられません。 

○６番（佐々木 昌君） それでは（１）、すいませんでした、申し訳ないです。 

（１）にいきます。 

あと 50 年で現状の耕地は、土質が農薬、肥料等で変質して、地中の生物の絶

滅が進むという見方も出ています。その一方では、遊休農地や荒廃地も増えて

います。 

ゼロカーボンに向けての農用地の有効管理について、お伺いしたいと思いま

す。 

○議長（小平一博君） （１）に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） それではまず、そもそもでありますけれども、農薬によ

る防除、それから肥料などといったものの施肥といった農作業自体が、土中に

限らず何らかの自然に働きかけて変質させるといったことで、その働きかけに
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よって有用性を発揮をするというものであることには変わりはないというふう

に考えます。その効果と、健康への影響や生態系の変化、インパクトの大きさ

といったもののリスクとのバランスを図りながら、現在の栽培技術といったも

のが確立されてきたのではないかと考えます。 

農業における土質の改質が地中生物の絶滅、絶滅を進めるかどうかでありま

すけれども、進めるとするなら、農地として管理されない遊休農地や荒廃地こ

そがまさに自然な状態で保存された場所と考えられますが、景観やその他農地、

林地への影響を考慮すれば、望ましい状態ではないと考えているところです。 

山間部であり、山間部にあって生産条件が厳しい農地については、よりＣＯ

２吸収能力の高い山林へ戻すといったことも選択肢となり得ると考えておりま

す。そのほかの農業地域については、作物栽培までには至らずとも、カバープ

ランツ、地覆植物ですとか、飼料品種、畜産の餌となるような作物を作付ける

など、肥料・農薬使用をより、わずかでもより抑えられる有効な管理として考

えられるものではないかというふうにしております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 佐々木 昌君。 

○６番（佐々木 昌君） ①番に移りたいと思います。 

ゼロカーボンに向けて、また健康な耕土の継続のために、例えば、世界的に

は使用が多くの国で抑制されているグリホサート入りの除草剤とか、農薬、肥

料への使っている農業者を含むその土地の管理者の意識変革というのも必要に

なってくると思いますが、そうした点で対策について、お伺いします。 

○議長（小平一博君） それでは、答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 確かにご指摘いただきましたようなグリホサート入りの

除草剤など、その使用に制限を設けている国は海外でもございます。例を挙げ

れば、フランス・イタリア・ドイツ・オランダなどそういった農業国といった

ところでも、そういった規制が設けられていることは承知をしておりますが、

その多く、その規制の多くは、収穫前など散布時期を絞るものであったり、家

庭菜園といったような個人の農家が使用することを規制するものなど、部分的

に規制をするものであると承知をしております。また、海外でも、いったんは

その全面禁止といったものを検討しながら、改めてその限定的な使用は認めて

いったといった国も、オーストリアのように挙げられるところであります。 
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このグリホサートによるその成分に限らず、農薬や化学肥料は人工的に組成

された化学物質という点では、自然界にとっては刺激物であることは否めませ

んけれども、先の齋藤議員へのお答えにも挙げさせていただいたとおり、まず

は、いま現在での科学的所見、知見に基づいて、正確にその定量・定容を守っ

ていただくといったことを、ご質問に挙げていただきましたような農業者を含

む土地管理者の皆様へ周知をしていくといったことに努めてまいりたいと考え

ます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 佐々木 昌君。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、②番に移りたいと思います。 

その続きということになるんですが、そういう意味でバイオ肥料とか、遊休

耕地管理のために、いまの現状を放置するんではなくて、それなりの植物の種

を蒔くとかいう、そういう普及における方針は町としてどうですか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 遊休荒廃地につきまして、国の方の農林水産省において

も、農地の完全な農地、農作物を作付けして営農する農地としてではなくても

活用することを、そういう活用を求めるばかりではなくて、より簡便な管理、

粗放的農地利用と呼んでおりますけれども、遊休荒廃地からの脱却として認め

る方針を示しております。粗放的な利用としては、緑肥ですとか、カバークロ

ップ、先ほど言ったような比較的管理が不要な作物といったものを作ることで、

その農地の土壌改良や病害虫抑制に効果のある植物を作っていけるということ

で、そういった周辺の農地や景観に与える悪影響を抑えながら簡便な管理がで

きるといったことを打ち出しております。 

町としましても、県の農業農村支援センターなどの技術指導などもいただき

ながら、そういった見識を踏まえ、そういった有用性を周知してまいりたいと

考えております。 

○議長（小平一博君） 佐々木 昌君。 

○６番（佐々木 昌君） これで私の質問は終わりにしたいと思いますが、県が最近

示しておりますゼロカーボンの総合案内コンソーシアムというような言葉もあ

りますけれども、そういう共同体というものをつくって实践していこうという

ような県の指導もあるようですが、そういうものと結びつけて、またこうした
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ゼロカーボンに向けての農業の活動を、あるいは指導を期待しまして、私の質

問を終わります。 

○議長（小平一博君） ここで暫時休憩に入ります。 

再開は１時です。 

 

休 憩  午前１１時３２分 

再 開  午後 １時００分 

○議長（小平一博君） 休憩を解き、一般質問を再開いたします。 

 

◇ 通告６番 北沢 幸保（10 番） ◇ 

○議長（小平一博君） 10 番、北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 10 番、北沢幸保です。 

それでは、通告に従いまして、山吹ほたるパーク周辺開発事業の経過等につ

いて、検証させていただきます。 

（１）に入ります。 

１月 27 日の下平での説明会で、町長は、「地権者の皆様にもご了解いただい

て、町の方で用地を買い取らせていただき、ダイエーパチンコさんの建屋につ

いては、民間のある方にお願いをして買い取っていただき、そこを改修するこ

とによって、まちづくりの拠点の一つとなるよう整備をして有効活用してみて

はどうか」と提案内容を説明しています。 

この構想は、誰と誰が相談してまとめたものか、伺います。 

○議長（小平一博君） （１）に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） これまでも何度もご説明をさせてきていただいておりますけ

れど、この事業につきましては、金融機関、地権者の方からさまざまな情報を

寄せていただいた以降、山吹ほたるパークに隣接していることや、昨年は上平

地区より、河原地域の有効活用のご提案等もいただいたことも含めて検討を始

めております。 

当初は、適した民間事業者の誘致を最優先に検討しましたが、最終的には、

既に近隣に大手の商業施設が立地されているというような状況もあり、民間事

業者による活用は困難と判断をさせていただいて、これまでにお話をいただい

ていた長野県サッカー協会へまず相談しながら、理事者、建設課、環境水道課、
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教育委員会、総務課と内容を精査しまして、最終的には課長会において方針を

決定し、その後、議会にお諮りさせていただいた後に、地権者、地元地域など

とも相談をしているというような状況でございます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ①に移ります。 

いま言ったような構想が出てきたわけですが、庁内で当然検討を進めたとい

うふうに思いますが、いつ頃、どのような議論や検討を行ってきたか、お聞き

します。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まず、通告書には、（１）の構想が業者から出てきたときと書

かれておりますけれども、この構想は、それぞれの金融機関であったり地権者

から寄せられた情報を元に庁内で検討してきておりまして、業者から提案され

たものではありませんので、その辺はご了解いただきたいと思います。 

検討につきましては、主に昨年の９月下旪から行っておりまして、一番は上

平川をどのようにすべきか、上平の浄化センターと公共下水道の統合に対する

課題、既存建物への対忚や有効活用、財源などについて検討を行い、10 月中に

方向をまとめたということで、ご存じのとおり、その後、11 月及び 12 月の議

会全員協議会で議会にお諮りをさせていただき、ご理解をいただいたという判

断をしたので、以降、地元を中心に説明会を行ってきております。12 月には定

例教育委員会等にもお諮りをしまして、説明をし、今回の事業が、本物に触れ

る機会の創出や、子どもたちが夢を描きつつも健康増進につながる必要な施設

としてご認識をいただいたというようなことであります。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問をお願いします。 

町長は、先日、８月 25 日の下市田での考える会との懇談会において、選択肢

がなくなった状態になっていたので、いろんな選択肢から選ぶことができなか

った。また、これまでの業者との直接のやりとりを町長一人で行ってきたとい

うふうに述べております。 

なぜ職員等を交えて情報共有して、集団的な検討をしなかったのか、伺いま
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す。 

○議長（小平一博君） 補足に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まず、寄せられた情報に従いまして、私のところでその情報

をどうするかというようなところについての議論をさせていただいております。 

金融機関から寄せていただいた金融機関の皆さんが、どういう条件で何を望

んでいるかというところのヒアリングを私が行い、それ以外のことについては、

すべて役場の中で情報共有をしているということであります。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ②に移ります。 

そういった構想の中で、なぜ更地にしてもらいたいと強く言えなかったのか、

その理由を伺います。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まず、この場所のこの話は、土地建物を他社へ売却するとい

う意向があるという情報を寄せていただいたことから始まっているということ

で、その時点での売却先が当該地のまちづくりに対し、さまざまな懸念が予想

されたことから、土地建物の所有者に、別の企業誘致も含め検討させてほしい

というご依頼をさせていただきました。最終的には、先ほど申したとおり、商

業地や山吹ほたるパークなどにも隣接している今後のまちづくりに可能性があ

る場所ですので、建物も有効活用ができる方法として、サッカー場、クラブハ

ウス、多目的広場の整備を町から提案させていただいております。 

更地にして返却をいう条件を提示できるのは、地権者のみと考えております

が、厳しい条件を提示すれば、町の提案内容が選択されなかったということが

推測されるためであります。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ③に入ります。 

金融機関は、更地にするための費用を、これ以上ダイエーには貸せないとの

判断から、（１）のような構想になっておると思います。この結果、金融機関と

ダイエーは、更地にする費用がなくなったばかりか、建物を売ることができま
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した。 

町長は、金融機関やパチンコ店はどのくらい不良債権を削減することができ

たと思いますか。 

○議長（小平一博君） ③に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 私の方では、あくまでもどういった不良債権があり、どうい

ったことを解消するのが目的かというところで話を伺っているわけではありま

せんので、一切把握をしておりませんし、予想もつきません。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ④に入ります。 

ほたるパーク周辺開発事業は、普通の事業と違った手順で進められておりま

す。町が先ほどの構想に従って特定の業者と相談しながら役割分担し、業者に

便益を図っております。このやり方は、取引条件等差別的取り扱いとなり、独

占禁止法に抵触するのではないかというふうに疑念を持ちますが、いかがでし

ょうか。 

○議長（小平一博君） ④に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 町としては、建物を含め、地域づくりやまちづくりのために

有効な手段は何かを中心に、事業者や金融機関、地権者がそれぞれのお立場で

ご賛同いただいたということで、ご協力いただいているものと理解しておりま

す。それが特定の業者に便宜を図っているという認識は一切持っておりません

が、もしそういう認識をお持ちであれば、それはこの場の討論ではなくて、司

法の場できちんと討論すべきと思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） （２）に入ります。 

７月 27 日の下市田区での説明会において、町長は、「クラブハウスを新しく

建てるのは一つの選択肢だが、金融機関、ダイエー、地権者の立場を考えた上

で賃借することにした」と説明しています。 

具体的に金融機関、ダイエー、地権者の立場をどのように考えて判断したの

か。また、町民の負担増についてはどう判断したのか、伺います。 
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○議長（小平一博君） （２）に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 繰り返しになって大変申し訳ありませんが、土地建物の所有

者が物件を他社へ売却するという意向があるという情報を寄せていただいたと

ころから始まっており、町としては、それに異議を申し上げ、町として有効活

用させていただくという選択肢を迫っていったということであります。土地建

物の所有者の意向を伺い、その上で適正な取引をお願いすることは当然のこと

と考えております。 

また、これにより、土地購入費及び事業費の約１割の２億 3,000 万円弱を一

般財源から支出することになりました。 

また、後年度以降には、起債の償還として交付税充当を除き約２億円、それ

から施設の維持管理費などに 1,500 万円などの経費が見込まれているというこ

とです。 

しかし、こうした文教施設の充实は、地方創生の一助として期待できるほか、

そもそも整っていない環境を整備することでのスポーツ振興、大会やイベント

などを通じた交流人口の拡大、それに伴う地元経済の活性化、さらには健康施

設として活用することにより、健康寿命の延伸など、お金に換算できない多く

のものを得ることができると思っております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ①に移ります。 

長野税務署長に譲渡所得の特別控除を申請すれば、地権者は譲渡所得に対し

て 5,000 万円の控除が受けられます。 

いつ税務署長から特別控除の許可が下りたのか、また、いつまでに町が土地

を購入する必要があったのか、伺います。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 当該用地は、収用法の該当にはならないため、

公有地の拡大の推進に関する法律に基づいて手続きを進めました。 

１月４日に議会において土地購入費の補正予算を決定いただきましたので、

１月 14 日付で長野税務署長へ、税制法上の優遇措置、譲渡所得の特別控除額

1,500 万円の適用に関する事業説明書を提出、事前協議を始め、２月 18 日付で
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長野税務署長より譲渡所得等の課税の特例の適用に関する確認についてを収受

しております。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） そうすると、土地の売買を１月中に、１月の終わりにして

おると思うんですが、税務署長の許可は２月 18 日と、取得の後に下りたという

ことですか。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

補足ですね。補足です。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） このとおりでございます。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 許可の下りる前に土地の売買を済ませるということが、そ

の許可が適用されるかどうか、しっかり調べていただきたいと思います。 

②に移ります。 

○議長（小平一博君） ただいまの関係でありますので 

○１０番（北沢幸保君） いいです。調べてもらえればいいです。 

○議長（小平一博君） いま現在わかるようなので。 

○１０番（北沢幸保君） いいです。 

②に移ります。 

特別控除のために申請した事業はどういう内容で申請したのか、また、いつ

まで事業を完了しなければならないのか、伺います。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 

福島教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（福島直美君） 事業名は、山吹ほたるパーク周辺開発事業、

完了期間の制限等はございません。 

本手続きにおいてすべての事業用地等の買い取りが完了した場合には、事前

協議に係わる事業の完了についてを、長野税務署へ提出が求められおり、２月

25 日付で提出しています。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ③に移ります。 

ダイエーの経営法人であります有限会社セブンでありますが、１月 31 日に株

主総会を行って、議決により解散をしております。 
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この解散スケジュールを可能にするために、１月４日に臨時議会を開いて、

土地の購入のための補正予算を上程したのではないかというふうに推測するわ

け、推測ができるわけですが、その点について伺います。 

○議長（小平一博君） ③に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 有限会社セブンの解散がいつだったかというような情報は、

私は全く知りませんでして、そのような情報は初めてお聞きをさせていただく

ということです。 

町では、事業を円滑に進めるために、臨時議会をお願いして、土地の購入を

させていただいたということです。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） （３）に入ります。 

パチンコ店の建物を購入した業者、宝船というふうに報告がありましたが、

どのような経緯で購入業者になったのか、経緯をお聞きします。 

○議長（小平一博君） ③に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 建物の購入については、町へも打診がありましたが、いろん

な面から購入することは難しいという判断をさせていただきました。 

町が新たな資産を保有するというよりは、町の事業に協力していただける方

を前提に、施設を保有していただける事業者として、金融機関から紹介をいた

だいたものです。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問します。 

パチンコ店の建物を購入した業者との賃貸借契約についてですが、いつ頃か

らその話を始めたのか、伺います。 

○議長（小平一博君） ①ですか。 

○１０番（北沢幸保君） 補足です。 

○議長（小平一博君） 補足ですか。 

（３）の補足質問に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 
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○町長（壬生照玄君） 正確に今いつ頃と言われてもパッと出てこないですけれども、

正式に話を進めていったのは、11 月の議会全協にお諮りして、その後でありま

す。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ①に移ります。 

業者は建物をどのように評価し、いくらで購入したのか、わかっていたらお

聞きします。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 事業者の取引内容については、町では承知をしておりません。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問します。 

金額もわからない建物を实際賃貸借契約をしておるわけです。そうした場合

には、賃貸借の、建物の賃貸借契約ですね、金額を決めるには、相手方の購入

した価格がわからないと、決めようもないというふうに私は思います。いかが

でしょうか。 

○議長（小平一博君） ①に対する補足質問に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 多分この後の質問の内容にもやや関連はしてくると思うんで

すけれども、そのために土地建物には評価額というものが設定されておって、

それに忚じて建物の取引であったり、それから賃貸の場合の価格の設定、そう

いったものがされると、そういう認識をしております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問します。 

町長は、８月 25 日に下市田で懇談されたときに、町にも購入の打診があった

が、町が買い取れる金額ではなかったと、そのように述べております。そのと

きに提示された金額はいくらだったか、お聞きします。 

○議長（小平一博君） 補足質問の答弁を求めます。 

壬生町長。 
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○町長（壬生照玄君） 最低でも 6,000 万くらいのところは確保したいというお話が

ございました。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、②に移ります。 

令和４年４月１日に建物の賃貸借契約を町は締結しております。固定資産税

や土地の賃料が変わっても、毎年 350 万円は確实に業者の所得となるような契

約内容となっております。 

なぜこのような契約をする必要があったのか、伺います。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） この貸主である事業者が、当初の取得、つまり投資額の

回収を見込んで、見込み得る利益がなければ、そもそも事業たりえないのは当

然です。その利益である年額等につきましては、我々も実観的に一般的な不動

産賃貸の利回り水準等に照らしまして、我々が固定資産上で確認をしている当

地の評価額等に照らしまして、妥当であると判断をして、それに当該貸主が負

担すべき固定資産税、また町有地の借地料を加算した契約額としたところでご

ざいます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問します。 

建物賃貸借契約を見ても、その契約を解除した場合に、誰が更地にするのか

ということが全然書いてないんですね。そういった契約解除のときの建物をど

ういうように扱うのか、お聞きします。 

○議長（小平一博君） ②に対する補足質問に対する答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 当該建物の賃貸借契約に関して、建物の所有者が法人で

ある以上は、町とその建物の所有者の間に更地にする等の記載がないのは当然

かと思います。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ３番に移ります。 
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建物は２億 3,650 万円かけて改修する計画となっています。改修前の固定資

産税は、今の賃貸借契約書から見ると、推測すると、固定資産税 130 万円とい

うふうに推測されます。 

それからこれから改修をするわけですが、改修後の固定資産税はどうなるの

か、お聞きします。 

○議長（小平一博君） ③に対する答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 今回、町が改修をする部分は、すなわち町が投資をして

行うために、建物所有者に賦課する固定資産税を再評価し、加算する予定はご

ざいません。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） そのいま言った再評価する予定、補足質問です。 

○議長（小平一博君） 補足質問ね。この③の補足質問ね。 

○１０番（北沢幸保君） はい。再評価する予定はないと、そういう根拠の条例だか

法律というのはどういうところでしょうか。 

○議長（小平一博君） ③に対する補足質問の答弁を求めます。 

中塚総務課長。 

○総務課長（中塚英幸君） 地方税法の中に条文まで、すいません、専門でありませ

んのでそらんじておりませんけれども、固定資産税、本体に付属施設等として

アドオン、設置するものに関しては、そのものが建物本体の所有者の所有物で

ない限りは、課税をしないというふうに決められておりますので、それに準じ

た形です。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、（４）に入ります。 

５年先までの大型事業は何ですか、というふうに町長に以前お聞きしました。

その回答が、かわまちづくり事業、下市田保育園と山吹保育園の改築事業、福

祉センターの改築事業と、その３事業を、３事業というか、それを挙げていた

だきました。实際３事業の概算事業費、大変難しいと思いますが、今後どのく

らいかかっていくのか、わかっておる範囲で回答をお願いします。 

○議長（小平一博君） （４）に対する答弁を求めます。 

中塚総務課長。 
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○総務課長（中塚英幸君） それらの事業につきましては、ご承知のとおり、未だ基

本計画あるいは構想段階のものでありまして、現時点で概算費用等は想定して

おりません。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ①に移ります。 

令和２年度の決算でありますが、公共施設等整備更新基金、これは６億 5,000

万円、ふるさと元気づくり基金が４億 3,000 万円でした。この基金が町の持ち

出しを賄う財源となるというふうに考えております。 

サッカー場をいま優先して進めておるわけですが、これから必要となる事業

の金額が全くわからない中で進めているということが、今の答弁ではっきりし

ました。 

そうではなくて、そういった町長が今後行わなければ、事業その事業の事業

費も含めて、サッカー場は 10 億 7,000 万というふうに今のところ出されており

ますが、そういった全体の事業費を見通して、事業費や基金ですね、基金がじ

ゃあどういうように動いていくんだと、そういったものをきちんと町民に説明

して、優先順位の高いものから着手するべきだというふうに訴えたいんですが、

いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 議員がご紹介いただいた基金のほかにも、用途の制約が尐な

い財政調整基金８億 5,000 万円も充当可能な財源と考えています。 

財源には、当然ながらその時点で最も有利な国庫補助金や交付税措置がある

起債等を用いることで、当年度や起債償還時の一般財源や基金の充当を最小限

に抑えるということを行っております。 

保育園２園の改修、かわまちづくり、福祉センターの改築は、財源の目安が

つけば予定どおり实施をしていきます。その上で、めまぐるしく変化する社会

情勢、社会経済情勢や地域課題に適切なタイミングで対忚することも必要だと

考えております。 

さまざまな情報や見通しを事前に得られるものもあれば、そこに固執してい

て時間を費やしているうちに適期を逃す懸念もあります。 

よって、その時々に予算等を議会でご審議、決定いただくことが、最も優先

順位の高い事業であると認識をしております。 
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以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） （５）に入ります。 

町長は、県サッカー協会のフットボールセンターにするかどうか、否かにつ

いては、まだ決めてないという返答をいただきました。 

それについてのメリット・デメリットをどのように考えているのか、伺いま

す。 

○議長（小平一博君） （５）に対する答弁を求めます。 

三沢建設課長。 

○建設課長（三沢 茂君） メリットとしましては、ＪＦＬ日本サッカー協会の施設

整備補助金 5,000 万円が活用できること、それから長野県サッカー協会が主催

する試合を優先的に組めるため、稼働率の向上につながります。 

デメリットとしましては、公認ライセンスを維持していくために費用がかさ

むこと、それから県協会の試合が入ってくるため、地域住民の利用に制限が生

じるということが考えられます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ①に移ります。 

フットボールセンターにするか否かは、サッカー場の維持管理費やクラブハ

ウスの必要か必要でないかというところに関わってくると思います。フットボ

ールセンターの有無によって、いま課長が答弁しましたが、初期投資が変わっ

てくる、ランニングコストも変わってくるというふうに言いましたが、具体的

にどのくらい変わってくるのか、金額で教えてください。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

三沢建設課長。 

○建設課長（三沢 茂君） サッカー場を維持していく修繕費用というものは、フッ

トボールセンターにするかしないかに関係なく生じてまいります。生じてきま

すので、ランニングコストというものは変わらないと思うんですけれども、公

認を維持していく上では、３年、３年、２年、１年といったスパンで更新が必

要となりますので、その公認に係る公認料、それからフィールドテスト費用等

で、10 年間で 350 万円くらいを見込んでおります。 

以上です。 
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○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ②に移ります。 

それでは、いつまでにフットボールセンターにするのかどうかという結論を

決定するのか、お聞きします。 

○議長（小平一博君） 答弁を求めます。 

三沢建設課長。 

○建設課長（三沢 茂君） 令和５年度の当初予算を編成する時期と見込んでおりま

す。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問をします。 

補足質問というか、その答弁に対してですが、やっぱり町民に十分周知をし

て、町民の意見を聞く時間をしっかり設けて、それまで、そういう余裕を持っ

て発表してください。 

続いて 

○議長（小平一博君） 要望でいいんですか。 

○１０番（北沢幸保君） いいです、要望でいいです。 

○議長（小平一博君） はい。 

○１０番（北沢幸保君） ③に移ります。 

社会資本整備交付金を申請するための費用対効果の分析を、株式会社アンド

ー飯田支店に業務委託し、サッカー場、クラブハウス、多目的広場の共同検討

者を松本山雅ＳＣ南信に決定しました。このように、費用対効果、利用率向上、

収益確保など、今後の運営の柱となる基本構想を民間企業に依存しておるよう

に感じます。町職員、町民などを含めて集団的に検討するべきではないでしょ

うか。 

○議長（小平一博君） ③に対する答弁を求めます。 

三沢建設課長。 

○建設課長（三沢 茂君） 費用対効果の分析にあたりましては、サッカー場整備に

対しまして、近傍の競合施設等と比較しながら、サッカー場までの移動費用を

かけてまでも利用する価値があるか否かという観点から、サッカー場の整備の

価値を貨幣価値で評価する旅行費用法を用いて算出するといった専門的技術を

要するために、コンサルタントへ委託させていただきました。 

今後の運営につきましては、議会の冒頭あいさつで町長が触れておりますと
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おり、指定管理になり得る共同提案者、一般社団法人松本山雅ＳＣ南信はもち

ろん、利用率向上、収益の確保など、町職員、町民と一緒に考えてまいります。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ④に移ります。 

検討の結果がいずれ出るんだと思いますが、毎年の維持管理費を算出するの

に重要な資料になるというふうに感じます。いつ頃までにそれがまとまって、

町民に説明ができるのか、伺います。 

○議長（小平一博君） ④に対する答弁を求めます。 

三沢建設課長。 

○建設課長（三沢 茂君） 費用対効果の分析につきましては、これから社会資本整

備交付金の本要望を行ってまいります。その要望を行う 10 月を考えております。 

それから、運営に関しましては、令和５年度内を目途に検討していきたいと

考えております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 今の答弁に対してですが、これもやっぱり町民に説明して、

町民の意見を聴取する時間を十分取れるようなタイミング、期間を取って報告

していただきたいと思います。 

○議長（小平一博君） 要望でよろしいですか。 

○１０番（北沢幸保君） はい。 

○議長（小平一博君） はい。 

○１０番（北沢幸保君） （６）に入ります。 

ほたるパーク周辺開発事業は、基本設計は示されておりますが、10 億 7,000

万円のうち町の持ち出し金額がいくらになるのか。フットボールセンターをい

つどうするのかと、それからまた利用料金、町民の利用料金はどうするのか、

それから毎年の維持するためのランニングコストはどのくらいかかるのかなど、

不明な点が多々あります。まだまだ全貌が町民や議会に明らかにされておりま

せん。 

このような中で、周辺事業から予算や契約を議会に提出して、尐しずつ進め

ております。このやり方は、まちづくり基本条例第４条、まちづくりの基本原

則第９条、町長の責務があるわけですが、それを逸脱しておると、丁寧に町民
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に情報共有して、町民が計画に参画していくという点が欠落しているというふ

うに思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（小平一博君） （６）に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まず、これまでお示ししていない部分のところで、フットボ

ールセンター関係、利用料、ランニングコスト、こういったものについてであ

りますけれども、利用者数をどういうふうに見込むのかという、その数字の拾

い方一つで結果が変わってきてしまうというようなこともございますので、で

すので、それを正確に見込みながらお示しするのは非常に難しいと思いますし、

さらに運営される方がどういう運営をするかによっても異なってくるというこ

とで、そういったものを正確にお示しするというのは非常に難しいかなと感じ

ております。 

加速化する人口減尐であったり、尐子高齢化、それに加えまして、当地域は

リニア中央新幹線、三遠南信自動車道の開通を控えて、これまでにない環境変

化が訪れているということです。 

私自身は、そのような変化に対忚するために、町が掲げる将来像に向かい、

当地域や高森町がどうあるべきかを考え、行動しているつもりです。確かに運

営経費や利用料など不明確な点はあるかもしれませんが、他の同様の施設の経

費を見ても、将来の財政に大きな負担を、影響するということは考えづらく、

むしろ施設の活用次第では、町外からの来訪者の増加や町民の皆様の健康増進

により得られるメリットの方が大きいと判断をしています。 

また、一部の町民から説明不足を指摘されておりますけれども、昨年 11 月、

12 月の議会全員協議会で事業の方向性についてお諮りし、ご理解をいただいた

ことも考慮した上で、この事業を町長２期目の公約に掲げて、昨年 12 月中には、

町が行ってきた説明会とは別に、市田地域を中心に地区別懇談会や各種団体、

企業との懇談会を計９回開催し、事業概要などを説明し、意見を伺っています。

また、１月以降も、これまで説明会や広報については、議員もご承知のとおり

だと思っております。 

私自身に至らない点もたくさんあるとは思いますけれども、まちづくり基本

条例に掲げているまちづくりの基本原則、町長の責務を果たせるように努力を

しているつもりですが、それでもなお、私がまちづくりの基本条例に逸脱して

いるとお考えならば、然るべき手段をとっていただければ結構でございます。 
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以上です。 

○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） ①に移ります。 

町長自身も言っておりましたが、この計画は、金融機関、ダイエー、地権者

の立場を考えることから出発しております。 

一方、町民への周知や意見聴取は不十分であると、私の周りの人たちはそう

いうふうに言っております。 

また、マイクロプラスチックやホタルの生息に対する環境の悪化は、取り返

しがつかない事態となりかねません。 

この計画はいったんまず止めて、まちづくり基本条例に立ち返って、時間を

かけてじっくり町民と一緒に事業を進めていくことを要望しますが、いかがで

すか。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） マイクロプラスチックの問題であったり、ホタルの生育に関

する環境の配慮等については、特に地元の地域、それからホタル管理委員の皆

様ともしっかりお話し合いをさせていただいて、現在の計画に至っておるとい

うことであります。 

この事業は、さまざまな条件の中で、地域や町の将来、町民の皆様にとって

有益であるかどうかを考えて实施をさせていただいています。確かに、この事

業の条件の中に、金融機関やダイエー、地権者のご理解をいただかなければ進

めることができなかったことも事实であります。しかし、これまでの説明会な

どで、町が目指すものを私はきちんとお示しした上で経緯をお話ししてきたと

いうことでありますが、どうも北沢議員にはご理解をいただくことができなか

ったということであり、さらに、私の発言の一部分だけを切り取って、あたか

もそれをすべてであるように言及されるのは非常に残念であります。 

町として、ここで立ち止まるのではなく、この施設が多くの皆様に利用して

いただき、スポーツ振興や健康づくり、交流人口、関係人口づくりにつながり、

整備してよかったと多くの皆様に感じていただけるよう努めてまいりたいと思

います。 

ぜひ町民の皆様には、事業へのご理解をお願いいたします。 

以上です。 
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○議長（小平一博君） 北沢幸保君。 

○１０番（北沢幸保君） 以上で私の質問は終わります。 

 

◇ 通告７番 河合 隆俊（４番） ◇ 

○議長（小平一博君） ４番、河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 議席番号４番、河合隆俊。 

通告に従って、質問させていただきます。 

農地の保全と活用について、お聞きいたします。 

（１）世界的な物価の高騰が続く中、町では、地方創生臨時交付金を活用し

て、農家の燃料や肥料、家畜の飼料代に対して補助をしています。しかしなが

ら、農業経営は厳しさを増し、さらに農業従事者の高齢化、担い手の確保が困

難な状況は依然として続いております。その中、離農される方もおられます。 

これから地域の農業を担っていく世代が、効率的な農地利用やスマート農業

を行うためにも、農地の集積・集約化を進めていくには、待ったなしの状況で

あると考えますが、町ではどのようにとらえておられるか、お聞きいたします。 

○議長（小平一博君） （１）に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ご質問にありました現在の状況でありますけれども、農

家数や経営耕地面積などに関する統計は、５年に一回ごと行われる農業センサ

スを根拠資料としておりまして、直近では 2020 年、令和２年に行われたところ

でございます。このために、過去に同様のご質問をいただいた回答から、公的

な統計数値は変化しておりませんけれども、現状、私どもが業務にあたる中で、

営農支援センター「ゆうき」への相談ですとか、農業委員会の農業委員の皆様

との農地最適化ミーティングなどの状況をお聞き取りいたしますと、営農の継

続についての不安といったお問い合わせは増えており、状況については、切迫

した状況は引き続き続いているというふうに認識をしてございます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 補足質問をお願いいたします。 

物価高騰がこのまま長引いた場合、農業の現場では、肥料、燃料、また飼料

に加え、今後、農薬の値上がりも予想されます。そのとき地方創生臨時交付金

のさらなる活用を考えておられるか、お聞きいたします。 
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○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ご質問にありましたとおり、現在は肥料等の支援といっ

た場面を取り組んでおりますけれども、この状況が今後も継続するということ

も想定はされるわけであります。 

ただ一方で、ご指摘いただきました臨時交付金などの財源措置については、

国全体でどのような手当てをされてくるかといった状況は見守ってまいりたい

と考えております。 

いずれにしましても、今後の措置につきましては、それに対する財源とそれ

の必要度といったものを勘案しながら検討してまいりたいと考えております。

よろしくお願いいたします。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 関連質問①へまいります。 

高森町第７次まちづくりプランの施策評価シート、令和３年の方針の中で、

地域農業の将来の見通しや今後の方向性をアンケート調査で確認し、その結果

を基に人・農地プランの实質化へ向けて取り組んでおられますが、現状と成果

をお聞きいたします。 

○議長（小平一博君） ①に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 地域におきまして策定された人・農地プランに対し、地

域の農家の皆さんから实情把握とその情報の集約、また図示などによる見える

化を進める取り組みを实質化と呼んでございます。 

当町においては、千早原・正木地区で先行して行っておりまして、本年の５

月からエリア内の農家の皆さん、それから地権者の皆さんなどに、関係者の皆

様にアンケート調査を行い、その農地ごとの栽培作物、現状での作付け作物で

すとか、将来の後継者の有無などといった状況の聞き取りを行いました。 

また、その調査結果を色塗り地図という形で視覚的に見えやすく整理をした

ところでございます。 

これらの資料につきましては、今後、これらの皆様と地域の営農活動などを

検討する中での資料として活用してまいりたいと考えております。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 
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○４番（河合隆俊君） 補足質問をお願いいたします。 

農業委員会では、令和３年度にタブレットを 20 台購入しておりますが、この

タブレットは現場ではどのような活用の仕方がされているか、お聞きいたしま

す。 

○議長（小平一博君） 補足質問に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 本年度は、先ほどの臨時交付金を活用する中で、農業委

員の皆様へ各１台、タブレットの整備を行わせていただいております。これら

につきましては、通常の定例で行っております農業委員会の総会の資料などを

電子化するほかにも、農地パトロールですとか、転用許可後の農地の利用状況

などの確認を行う各種農業委員さんの現地調査の際に、地図情報ですとか、現

況の記録方法として活用をしていただいておるというところでございます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 関連質問②へまいります。 

高森町では、リフレッシュ農園、市民農園を町内に３箇所設置しておられま

すが、現在の利用状況と課題をお聞きいたします。 

○議長（小平一博君） ②に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 現在町内では、下市田２箇所、大島山に１箇所のリフレ

ッシュ農園を用意してございます。それぞれ活用をいただいておりまして、お

よそ 12 区画をご活用いただいておるところでございます。 

特に大島山のリフレッシュ農園につきましては、団体により一括してお申し

込みをいただきまして、そこにおいては有機栽培などの学習会などを行ってい

く計画だというふうにお聞きをしております。 

課題としましては、連続して長期間お使いいただくという方が増えておると

いうことで、新しくその利用を申し込まれるという方が尐し減ってきていると

いうところが課題として挙げられているところでございます。 

以上です。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 補足質問をお願いいたします。 

今のリフレッシュ農園を通しまして、多様な担い手の確保をするためにも、
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半農半Ｘなど新たな農業への関わりや柔軟な農地利用を推進する必要があると

考えますが、お聞きいたします。 

○議長（小平一博君） 補足質問の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 半農半Ｘにつきましては、まちづくりプランの中でも触

れさせていただいておりますけれども、新たな農地の担い手として一つの可能

性、選択肢として考えているところでございます。 

ただ、なかなかその入り口に踏み込んでいただけるきっかけというものは、

まだまだ現状尐ないのかなというふうに考えておりますが、先ほどご質問いた

だきましたリフレッシュ農園など、そういった場面でまずは家庭菜園としてご

体験をいただきながら、その農業、それから作物を育てること、収穫すること

の喜びを感じていただく中で、そういった選択をしていただける方々が増えて

いくことを考えてまいりたいと思います。 

また、営農支援センター「ゆうき」では、そういった皆様向けに栽培の学習

会ですとか、あるいは作ったものの料理教审ですとか、作ったものの使い方な

ども含めて、そんな機会を設けているところでございます。 

収入が得られるまでというところまでには、なかなかつながるまでは期間が

かかるわけですけれども、まずはそういった農業に触れるきっかけを設けるこ

とによって、その選択肢に進んでいただく皆様を増やしてまいりたいと考えて

おります。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 関連質問③へまいります。 

宿泊施設の設備をするなど、日帰り市民農園でなく、滞在型の市民農園にも

取り組んではどうかと考えますが、お考えをお聞きいたします。 

○議長（小平一博君） ③に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 先ほどのリフレッシュ農園などにつきましても、利用い

ただく方は広くて飯田下伊那の方々でございまして、宿泊をしてという遠方の

方はなかなかいらっしゃらない状況であります。 

クラインガルテンと呼ばれるような住宅付きの農園といったものも考えられ

るわけでありますけれども、当地域の場合には、そういったものを改めてあえ

て用意するよりは、既存にあります研修センター「森の家」など、簡易な宿泊
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施設をご活用いただきながら農業に携わっていただくといったことが、選択肢

としてはあるのかなというふうに考えております。 

また、従来から、ご自身の農作業というわけではありませんけれども、遠方

の都市圏の皆様が、先ほどの「森の家」研修センターに滞在されながら、地域

の農家をご支援いただく猫の手クラブ、援農活動といったものも、これまでも

つながってきておるところであります。 

こういったところで、そういったところから今度はご自身の圃場を持ってみ

たい、ご自身で農作業、農業をやってみたいという方々が出てくればいいと期

待しておるところでございます。ありがとうございます。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 関連質問④へまいります。 

地域産業の担い手を確保するための特定地域づくり事業推進交付金の町と民

間企業の連携の下での活用や、荒廃農地を活用し、燃料用植物の栽培等を推進

した耕作放棄地再生利用緊急対策交付金を活用した取り組み、また、その今後

の課題をお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（小平一博君） ④に対する答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 若干制度のご紹介をさせていただきますと、特定地域づ

くり事業推進交付金につきましては、なかなか地域の企業など事業者の皆様で

は季節内の業務量の変動などによって、通年は必要ないんだけれども、人材を

確保したい、季節的には確保したいといったオーダーがありながら、業務量に

変動があるために人材確保ができないといった課題をお持ちの方々がいらっし

ゃいます。 

また一方で、この地域の担い手として新しく地域外といいますか、都市圏で

すとか、そういったところから新たな担い手を呼び込みたいといったときに、

そこへ飛び込んでこられるような特に若い方ですとか、その皆様については、

この地域でどのような仕事があるのか、どのような収入の確保方法があるのか

といったところがわからないといったことが、不安要素になるのではないかと

いうふうに考えられます。 

先ほどの特定地域づくり事業推進交付金につきましては、そういった人口が

急減するなど一定条件があるわけですけれども、地域産業の担い手確保を目的

に事業協同組合を企業さんが共同してつくるといった中で、その協同組合が人
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員を雇用して、それぞれの会員企業に派遣をする。また、そこに雇用された皆

様に対する人件費などを財政的に支援するといった制度でございまして、国そ

れから市町村がその財政支援を行うといったものでございます。 

こういった活動は、なかなかこの地域で一足飛びにその組織まで進むかとい

うことはありますけれども、先ほどの農業の季節的な労働ですとか、そのほか

に、いわゆる工場作業など季節的に繁忙期があってというような皆様の中での

一つの人材確保の枠組みとしては考え得るのかなというふうに思っております。 

後段の方の耕作放棄地再生利用緊急対策支援金につきましては、過去に平成

21 年から行われておりまして、荒廃地、耕作放棄地などの再生を行って、次の

担い手の皆さんに活用していただくといった事業でございます。平成 21 年から

28 年まで行われておりまして、当町でも 42 件ほどの申請をいただき、事業を

实施してきた経過がございます。 

これらについては、その事業後５年間、農地として、あるいはその計画した

事業として行われているかといった見守りをしていくということになっており

まして、最終 28 年度の事業がちょうど本年度、その経過観察期間が終わるとい

うところでございます。現在のところは、当初計画したとおり、とおりといい

ますか、意図したその事業として、農地として有効に活用されているといった

ところを、先般確認をさせていただいたところでございます。 

先ほど、企業さんによる燃料用植物の栽培等の例も挙げていただきましたけ

れども、こういった遊休地の再生につきましては、昨年度、町においても単独

事業として補助金制度を設けさせていただいたところでございます。 

まだお使いいただいた例は一例というところにとどまっておりますけれども、

遊休地化してしまった農地を、地域の皆様あるいは新たな担い手の皆様に再生

をしていただいて活用していただくにあたって、その必要費用の一部分を補助

させていただくもので、荒廃地解消の推進に向かっては、その制度の周知など

についても努めてまいりたいと考えております。 

以上でございます。 

○議長（小平一博君） 河合隆俊君。 

○４番（河合隆俊君） 最後になりますが、高森町は農業の町であります。生産者の

皆さんが築き上げてきた農業や農地、またそれを取り巻く伝統や文化、そして

自然景観などを、子どもや孫の世代に引き継ぐためにも、引き続き農業委員会

を中心に、農ある暮らしや農地を守る取り組みをお願いして、私の一般質問を
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終わります。 

○議長（小平一博君） これで一般質問を終わります。 

 

３．散 会 

○議長（小平一博君） 以上をもって、本日の日程はすべて終了いたしました。 

次の本会議は、14 日、午前９時に開会いたしますので、ご参集願います。 

本日はこれにて散会いたします。 

 

○議会事務局長（寺沢正寿君） 全員の皆様のご起立をお願いします。 

「礼」 

ご着席ください。 

 

閉 議  午後１時５９分 


